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ライフサイエンス：n=64
ライフサイエンス以外：n=164
本文は p.10 へ
ライフサイエンスにおける先端的計測・分析機器の
使用に関する国内研究者意識
　ライフサイエンスを発展させイノベーションにつなげていくためには、研究目的に応じ
て、先端的計測・分析機器を有効に活用していく必要がある。科学技術動向研究センター
では、先端計測・分析機器の使用状況や課題等について国内研究者の意識を調査するため、
アンケートを行い、専門家を集めたワークショップを開催した。
　アンケートから、ライフサイエンスでは、海外製機器、特に米国製機器を他の研究領域
より多用していることがわかる。海外製機器のスタンダード化が進み、論文発表などを考
慮して積極的に海外製機器を用いてデータを取得しようとする傾向がうかがえる。価格に
ついては、アンケート回答者の約 4 割が特に日米間の価格差が大きいと感じている。
　ワークショップの議論では、内外価格差に関する話題が中心となった。海外製機器の価
格には様々な要素が含まれており、輸入手続きや保守点検で生じるコストなどは、海外製
機器を効率的に購入・活用するために必要である。内外価格差を小さくするためには、ま
ずは多くの研究者が海外製機器に内外価格差があるという現状を認識する必要がある。さ
らには、中古機器市場の活性化や国産機器の開発促進などによって、海外製機器と競合す
る市場を形成することが必要である。
図表　諸外国と比べて日本で機器を購入する場合の価格は？
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CO2 低減を加速する
自動車用大エネルギー容量キャパシタの研究開発動向
　今後の CO2 低減や省エネルギーを推進する上で、高出力でかつ大エネルギー容量を保
持する蓄電システムへの社会的要求はますます強くなってきている。蓄電システムには、
電気エネルギー貯蔵・放出の際に電極における電気化学反応を伴うリチウムイオン電池
（LIB）のような二次電池と、物理的なイオンの吸脱着から電気エネルギーを主として得
るキャパシタがある。キャパシタとしては、以前は電気二重層キャパシタが中心であった。
　最も過酷な使用環境にあるといえるプラグインハイブリッド自動車や電気自動車などの
駆動主電源として、キャパシタはまだ本格的に使用されていない。キャパシタには二次電
池では得られない長所として、高出力密度・高速充放電特性による大きな負荷変動への高
い応答性や、充放電繰返し寿命の長さ、安全性・信頼性の高さなどがあるが、短所として
二次電池に比べてエネルギー密度が低いという大きな欠点がある。したがって、キャパシ
タの研究開発は主に大エネルギー容量を目指して行われており、その方法は電極材料の大
静電容量化とセルの高作動電圧化に大別される。当面の有力候補として注目されるのは、
負極に LIB の電極を用いるハイブリッドキャパシタとしてのセル構造を持つリチウムイ
オンキャパシタ（Lithium Ion Capacitor：LIC）である。LIC は、出力密度や充放電繰返
し寿命なども従来の電気二重層キャパシタと同等であり、自己放電が小さくて安全性も高
く、高温特性にも優れる。
　さらに、キャパシタのエネルギー密度を二次電池並みに向上させるには、セル構成材料
の構造解析や、組成分析に基づく電気化学的解析・評価などによって電荷蓄積メカニズム
を解明していく研究開発が近道であろう。長所である特性を維持したままで、エネルギー
密度が二次電池と同等以上のキャパシタが実現できれば、自動車における制動エネルギー
の回生や駆動主電源への適用の他、様々な産業機械分野にも蓄電システムの応用展開が可
能になり、それらの結果として大幅な CO2 低減が期待できる。
図表　キャパシタとリチウムイオン電池の蓄電性能の比較と自動車における理想的蓄電システムの
方向性
科学技術動向研究センターにて作成
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概　要 本文は p.31 へ
緊縮財政下における米国の科学技術政策：
2012 年 AAAS科学技術政策年次フォーラム報告
　全米科学振興協会（AAAS）は、2012 年 4 月 26、27 日の 2 日間にわたり、AAAS 科学
技術政策年次フォーラムをワシントン DC において開催した。AAAS は年次フォーラム
を、毎年 4 月または 5 月の時期に開催している。科学技術政策関係者が集う全国的な会合
として 1976 年に開催された第 1 回 AAAS R&D Colloquium に端を発し、今回で第 37 回
を数える。2012 年のフォーラムは、予算案を含むオバマ政権の政策に加え、高等教育財
政と人材育成、米国の科学技術の国際的地位、経済成長と雇用等のテーマにより構成され、
大学、連邦政府機関、非営利機関、民間企業、海外機関等から 400 人余りの参加があった。
　2013 年度大統領予算案は、前年に成立した予算管理法（Budget Control Act）等により
全般に厳しいものとなった。しかし、そのような中にあって科学技術関係予算は、僅かで
あるにしても伸びを示したことから、参加者からはオバマ政権の科学技術重視の姿勢や同
政権が推進するイニシアチブに対する理解が示された。
　高等教育機関は、近年の連邦政府による財政支援の大きな変動に加え、州政府による支
援の削減等により厳しい運営環境にあり、今後の見通しも必ずしも明るくない。しかし、
そのような状況のもと、大学関係者からは、新たな産業界や政府との協力関係の構築など、
将来を見据えた取り組みが報告された。さらに、特に研究大学における学部教育を中心と
した人材育成の重要性についての理解も広がった。
　BRICs 諸国の急速な経済発展などを背景に、科学技術面における米国の国際的地位につ
いても参加者の関心が寄せられた。講演者からは、経済のみならず、人材、財政、行政、環境、
エネルギー等多面的な観点から科学技術を理解するための知見が提供された。
　科学技術の発展がもたらす経済や雇用への影響も参加者の関心事であった。多くの者が
経済発展に果たす科学技術の役割への期待を示す中、講演者によっては技術の発展が必ず
しも全ての人々の雇用の質にまで恩恵をもたらすとは限らないという指摘を行う者もあ
り、参加者に科学技術と社会の関係を深く考え直させる結果ともなった。
　本フォーラムで取り上げられたテーマは様々であり、示された意見も人によって異なる。
しかしながら、多くの参加者にとってこのフォーラムは、緊縮財政下における科学技術研
究活動という共通の課題に対し、自らが取り組むべきことが何であるかを問いかける機会
となったと言うことができる。
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　骨粗しょう症は、骨の新陳代謝のバランスが乱
れて骨量が減少し、骨がスカスカになる病気であ
る。日本では現在、1300 万人を超える人々が骨粗
しょう症であると推定されており1）、高齢化に伴い、
さらに増加すると予想される。効果的な治療法の
確立が急務であるが、現存の治療薬は、副作用の
関係から投薬期間が制限されたり、長期投与にお
いて骨が脆くなるなどの問題点を抱えている。
　東京医科歯科大学と（独）科学技術振興機構の研
究チームは、骨量の維持・増加に関わるたんぱく
質を発見し、効果的な骨粗しょう症治療手段開発
の可能性を切り開いた2、3）。
　脊椎動物では、破骨細胞が分化して古くなった
骨を破壊・吸収し、骨芽細胞が分化し骨形成を行
うことで、その質と量を維持している。骨粗しょ
う症は骨吸収と骨形成のバランスが崩れるため発
生する。そこで、研究チームは、マウスを用いて
破骨細胞の分化を抑制する活性を持つ因子を探索
した。その結果、骨芽細胞から生まれるセマフォ
リン 3A というたんぱくが破骨細胞の強力な抑制活
性をもつことを発見した。セマフォリン 3A は動
物の発生時の神経回路形成において神経軸索の再
生を阻害する物質として知られていた。体内では、
骨吸収が抑制されると骨形成も抑制されるという、
いわゆるカップリング機構と呼ばれるメカニズム
が働く。セマフォリン 3A は、骨吸収抑制と骨形成
促進の両方の作用を持つことも判明した（図表）。
　研究チームは正常なマウスにセマフォリン 3A を
静脈注射して、顕著な骨量増加が発生することと
ともに、ヒトの細胞でも破骨細胞分化の抑制・骨
芽細胞分化の促進作用があることを確認した。
　セマフォリン 3A は、免疫系の細胞に作用し、免
疫抑制活性を持つことが知られている。関節リウ
マチのような、免疫系の異常亢進のために自分の
関節を攻撃し、骨破壊を引き起こす疾病の治療に
も使える可能性がある。
　研究チームは、セマフォリン 3A を骨粗しょう症
や骨折、関節リウマチなどの治療手段とすること
を目指し、製薬会社等と協力して、物質としての
安定度の改善やセマフォリン 3A の分泌を促進する
手段の開発などを進めることとしている。
　日本では現在、1300 万人を超える人々が骨粗しょう症であると推定されており、高齢化に伴い、さ
らに増加すると予想される。効果的な治療法の確立が急務であるが、現存の治療薬は長期投与で骨が脆
くなるなどの問題点がある。東京医科歯科大学と（独）科学技術振興機構の研究チームは、セマフォリン
3A という骨から生まれるたんぱく質が骨吸収を抑制し、かつ骨形成を促進することを発見し、マウス
を用いた実験で実際に骨量が増えることとともに、ヒトの細胞でも骨吸収抑制と骨形成促進の作用があ
ることを確認した。研究チームは、セマフォリン 3A を骨粗しょう症等の治療手段とすることを目指し、
製薬会社等と協力して、物質としての安定度の改善やセマフォリン 3A の分泌を促進する手段の開発な
どを進めることとしている。
参　考
1）　骨粗鬆症の予防とガイドライン＜2011年版＞、ライフサイエンス出版、2011年 12月 20日
2）　Mikihito Hayashi et al., "Osteoprotection by semaphoring 3A", Nature online, April 18, 2012
3）　（独）科学技術振興機構／東京医科歯科大学　共同発表　「2つの作用で骨の健康を守るたんぱく質を発見　骨の「形
成」と「破壊」を同時にコントロール　－骨粗しょう症や骨折、関節リウマチの新たな治療法・早期診断法へ道」（平
成 24年 4月 19日）
トピックス1 骨量の維持・増加作用を持つたんぱく質の発見
図表　セマフォリン 3Aの作用
出典：文献3）を基に科学技術動向センターにて一部修正
TOPICS
科 学 技 術 動 向　2012年 7・8月号
6
㻕㻓㻔㻓ᖳ 㻕㻓㻔㻔ᖳ 㻕㻓㻔㻕ᖳ
⡷ᅗ 㻘 㻔㻔 㻔㻔
䝍䜨䝈 㻕 㻖 㻚
ⱝᅗ 㻙 㻛 㻙
䜮䞀䜽䝌䝭䝮䜦 㻗 㻔 㻖
䜮䞀䜽䝌䝮䜦 㻕 㻕 㻕
㡉ᅗ 㻔 㻔 㻕
᪝ᮇ 㻓 㻓 㻔
䛣䛴௙ 㻘 㻘 㻔㻓㻕㻘 㻖㻔 㻗㻕
トピックス2 欧米を中心に電力貯蔵用フロー電池の研究開発が再び活発化
　電力のピークシフトや風力・太陽光などの再生
可能エネルギーによって発電した電力の平準化の
用途に、電力貯蔵用蓄電池の需要が増している。
この電力貯蔵用として、米国や英国をはじめとす
る欧米諸国を中心に、レドックスフロー電池の研
究開発が再び活発化している。
　米国エネルギー省（DOE）も資金提供する国
際フロー電池フォーラム（IFBF）が 2010 年から
毎年開催され、発表件数は年々増加している1、2）。
2012 年 6 月ミュンヘンで開催の第 3 回では、欧米
諸国から 32 件、合計 42 件が採択された。日本か
らは今回初めて 1 件（住友電気工業（株））の発表
があった（図表 1）。日本では、1980〜90 年代を中
心に研究開発が行われ、実用化もされたが、当時
はニーズがなく普及はしなかった。最近の日本国
内の電池関係の主要な学会では、レドックスフロー
電池に関する発表はほとんど見られない。
　レドックスフロー電池は、レドックス（酸化還元）
反応を起こす物質（活物質）を含む溶液（電解液）が、
反応漕（セル）と貯蔵タンクとの間を循環するこ
とで充放電する。一般的には、バナジウム（V）を
希硫酸に溶解した電解液が利用され、充放電時に
正負電極の表面でバナジウムのイオン価数が変化
し（正極；V5+ ⇔ V4+、負極；V2+ ⇔ V3+）、電極間
に設けられた隔膜（イオン交換膜）を介して、生
成したプロトン（H+）が移動する3）（図表 2）。
　レドックスフロー電池は、固体の活物質を使う他
の蓄電池と異なり活物質の脱落や析出がないため、
充放電のサイクル寿命が極めて長く、電解液も半永
久的に使用可能である。また、電力の出力（kW）
は電池セル部で、容量（kWh）はタンク部で個別に
制御できるため、例えば短時間のピークカット目的
の充電では、電解液を少量にした小さな設置面積の
構造とするなど、用途による最適設計が可能である。
　蓄電池はセルを直列につないだ積層状態（スタッ
ク）で使用される。リチウムイオン電池など他の
蓄電池ではセル毎に充電量がばらつくため定期的
な均等化操作が必要となる。これに対し、レドッ
クスフロー電池では、同一のタンクから電解液が
供給され、各電池セルの充電状態はつねに同一に
保たれるため、この保守作業が不要である。
　ただし、実用的なレドックスフロー電池のシステ
ムは、容量密度は小さく、循環ポンプが必要であり、
設置面積が大きくなる。しかし、広大な敷地に設置
される大型の風力や太陽光発電用、あるいは事業所
の定置用などの電力貯蔵用途では、これらの欠点は
あまり問題にならないことから、改めて注目され、
世界各国で研究開発の活発化する動きがある。なお、
CEN–CENELEC（EU の標準化機関）から規格・標
準化の提案もあり、その動向も注視する必要がある2）。
　電力のピークシフトや大型の風力・太陽光などの再生可能エネルギーによって発電した電力を平
準化する、電力貯蔵用蓄電池の需要が増している。この電力貯蔵用としてレドックスフロー電池が
改めて注目されており、欧米諸国を中心に研究開発が活発化し、2010 年から開催されている国際フ
ロー電池フォーラム（IFBF）では、発表件数が年々増加している。EU の標準化機関である CEN-
CENELEC から規格・標準化の提案もあり、その動向にも注視が必要である。
参　考　1）　IFBFホームページ：http://www.flowbatteryforum.com/IFBF-2012_general_information.html
2）　野崎健、「レドックス電池」、電気化学会第 79回大会予稿集 p.176（2012.3,浜松）
3）　柴田俊和、「レドックスフロー電池を用いた直流マイクログリッド試験」、電気化学会第 79回大会予稿集
p.176（2012.3,浜松）
図表 2　レドックスフロー電池の原理と構成
図表 1　国際会議（IFBF）の発表件数の推移
参考文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表　大型トラックへの設置状況（ミリ波レーダー）
出典：参考文献3）
参　考　1）　警察庁交通局「平成 23年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締り状況について」平成 24年 1
月 26日：http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=00000108597
2）　国土交通省　自動車総合安全情報　ASV：http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/esc.html
3）　三菱ふそうトラック・バス（株）　万が一の衝突事故の被害を最小限に抑える AMB：
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/lineup/truck/super_great/10/point/safety.html 
　2012 年 3 月 12 日に、国土交通省は大型トラック
（車両総重量 8 t 以上）に衝突被害軽減ブレーキの
設置を 2014 年 11 月以降の新型車（新たに型式を
取得するもの）から段階的に義務付けることを世
界に先駆けて告示した。また、衝突被害軽減ブレー
キの設置に対し、2012 年 4 月から大型トラックを
対象に減税措置（重量税・取得税）を実施する。
　日本国内の交通事故による死者数は約 4,600 人／
年、負傷者は約 854,000 人／年（平成 23 年）と依
然多い状況である1）。大型トラックによる交通事故
（約 9,500 件／年）の半数は追突事故で、これに伴
う死亡率も乗用車に比べ高いという現状を踏まえ
義務化に至った。事故を起こした大型トラックす
べてに衝突被害軽減ブレーキが設置されていれば、
死亡事故件数を約 9 割減らすことが出来たと推計
されている2）。
　衝突被害軽減ブレーキは、前方車両との相対速
度や車間距離を計測するためのセンサーと、車が
危険と判断した際の自動ブレーキからなる。自動
ブレーキの技術は既に横滑り防止装置などに設置
されており実用化されている。現在、センサーに
ついては構造上の基準がないため、大きく 3 種類
が市販されている。
　①ミリ波レーダーは、76 GHz 帯の電波（ミリ波）
を使用し、前方車両との相対速度・車間距離をドッ
プラー効果により直接計測する方法で、天候や昼
夜に左右されにくい。価格は 20〜30 万円程度と高
く現状では一部の車両しか設置されていない。（図
表）②光レーザーは、890 nm（赤外線）による光
レーザーを使用し、上下方向に扇状に広がるレー
ザー光を水平方向に振ることで前方車両の位置を
特定する方法。価格は 20 万円を下回る程度と多少
高めである。③立体カメラは、2 台のカメラ画像
（約 30 万画素）の視差から同一点の 3 次元座標を
求める方法で、車・自転車や歩行者を識別するこ
とができる。価格は 10 万円程度と安価なことから
近年、乗用車への普及が進みつつある。
　ただし、過去には誤作動もあり各メーカー試行
錯誤の上、現在の装置に至っている。例としては、
追い越しにより一時的に車間距離が短くなった場
合の誤作動、カーブによる前方対象物の見失い、
車の下を通過できる落下物に対する誤作動等であ
るが、近年は誤作動回避の技術が向上し十分、安
全な装置になっている。
　今回の衝突被害軽減ブレーキの義務化により、
価格低下が促進され、より一層の技術改善を促す
と考えられる。また、市販品の中には歩行者を対
象としていないセンサーもある。今後は、乗用車・
バスも含めたすべての車に、歩行者等も対象とし
たセンサーを義務化することで、交通事故の更な
る減少に繋げる必要がある。
トピックス3 車の衝突被害軽減ブレーキの普及にはずみ
　2012 年 3 月、国土交通省は、大型トラックへの衝突被害軽減ブレーキの設置を 2014 年 11 月以降
の新型車から段階的に義務付けることを世界に先駆け告示した。また、2012 年 4 月から衝突被害軽
減ブレーキ設置の大型トラックに減税措置（重量税・取得税）を実施する。大型トラックによる交通
事故の半数は追突事故で、乗用車に比べて高い死亡率により義務化に至った。事故を起こした大型ト
ラックすべてに衝突被害軽減ブレーキが設置されていれば、死亡事故件数は約 9 割減らすことが出来
たと推計されている。今回の義務化により価格低下が促進され、一層の技術改善も期待できる。
TOPICS
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参　考　1）　国際海事機構　AISの概要：http://www.imo.org/ourwork/safety/navigation/pages/ais.aspx
2）　（独）宇宙航空研究開発機構　SDS–4パンフレット：http://www.jaxa.jp/pr/brochure/pdf/04/sat32.pdf
　船舶自動識別システム（AIS=Automatic Identifi-
cation System）1） と は、 地 上 の VHF 帯 の 無 線
（156–162MHz）を使用して、船舶相互間および船
舶―海岸局間で船名・位置・進路・速度・目的地
などの運航情報を自動で交信する M2M（Machine 
to Machine）通信システムである。これに洋上の
リアルタイムの船舶情報を加えるための小型衛星
を各国が打ち上げ始めている。
　国際海事機関（IMO）が主導する「海上人命安
全条約（SOLAS 条約）」や国内法に基づき、すべ
ての国際客船・500 総トン以上の国内船舶・300 総
トン以上の国際貨物船などに AIS 装置の搭載が義
務付けられている。この装置を設置することによ
り、船舶内のレーダの表示画面に周囲の各船舶の
進路・速度等が表示される。搭載義務のない船舶
であっても、市販の簡易な AIS 受信装置を搭載す
れば自船周辺の情報を入手できる。
　既に陸上には、船舶からの AIS 信号を受信する
海岸局がある。日本国内では 7 か所の海上交通セ
ンターと 11 か所の管区海上保安本部で AIS 情報を
収集し船舶運航の安全管理に利用している。また
海岸局から船舶に対し、航海安全情報や気象情報
などを AIS により配信している。
　しかし、地上の AIS の弱点は、沖合の船舶が発
する電波を海岸局で受信できないことである。こ
れは地球が丸く、水平線の先の沖合を見通せない
ためである。一方、洋上の上空にある衛星は広域
の船舶の AIS 信号を収集できる。2006 年以降、米
国・カナダ・ノルウェーなどが沿岸警備や海洋監
視を目的として AIS 信号受信装置を搭載した小型
衛星を次々に打ち上げ、これらが地上の AIS シス
テムの進化を促してきた。また、2012 年以降には、
米国の衛星通信企業のオーブコム社が AIS 受信機
を搭載した低軌道周回型の通信衛星を 18 機打ち上
げていく計画を発表している。商業衛星通信ビジ
ネスとして、各国の政府機関や船舶保険会社など
に AIS 情報を配信するサービスが開始される見込
みである。
　我が国においても、2012 年 5 月 17 日に、（独）宇
宙航空研究開発機構（JAXA）が我が国初の AIS
実 験・ 実 証 機 器「SPAISE」（ ス パ イ ス、SPace–
based AIS Experiment）を搭載した「SDS–4」衛
星を、水循環変動観測衛星「しずく」とともに打
ち上げた2）。この衛星は高度約 677 km、軌道傾斜
角約 98 度の極軌道を周回し、1 日でほぼ地球全体
の海域の船舶情報を収集し、JAXA の地上局に送
信する。信号受信状況の評価後に、海上保安庁や
JAXA と協定を結んだ海運関係の団体などのユー
ザ機関が SPAISE データの有効性を検証する予定
である。
　将来的に複数の衛星で観測頻度を高めると、例
えば沖合で海難事故が起こった場合に、小型衛星
により伝達された AIS 情報を利用して、海岸局で
近くを航行する船舶を迅速に探し出して救助を要
請することが可能になる。
トピックス4 洋上の広域船舶情報収集のための小型衛星を打上げ
　船舶に搭載された船舶自動識別システム（AIS）は、地上の無線を使用して船名・位置・速度・目
的地などの運航情報を他の船舶や海岸局に送信し、海岸局からの航海安全情報などを受信するが、海
岸局では海岸に近い船舶の情報だけしか受信できなかった。衛星を利用することで広域の洋上の AIS
信号も受信できるようになり、地上の AIS システムの進化を促している。欧米では既に、沿岸警備や
海洋監視を目的として衛星による AIS 信号受信を行っていたが、我が国でも 2012 年 5 月 17 日に打
ち上げられた小型衛星「SDS–4」に、AIS 実証実験機器として「SPAISE」が搭載され、今後、受信
状況の評価や有効性の検証を行う。観測頻度が高まれば、沖合で海難事故が起こった場合に衛星経由
の AIS 情報を利用して迅速な救助要請が可能になる。
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トピックス5 社会の変化を踏まえて精度向上を図った米国の肥満人口予測
　経済成長を遂げた国の多くが抱える問題に肥満人口の増加がある。米国では早くから肥満人口の増
加が社会問題化しており、経済効果を含む様々な予測が行われている。これまでの試算は過去の経年
変化を直線的に外挿したものであり、実測値と一致しなかった。今回、デューク大学の研究グループ
は、社会の変化を踏まえて肥満人口予測の精度向上を図り、医療費への影響も算出した。その結果、
2030 年の米国の肥満人口率は 42％に達し、肥満に関連した病気の対策に必要な医療費は、現在より
も約 5500 億ドル増大すると予測された。
　一定の経済成長を遂げた国の多くが抱える社会
問題の一つとして肥満人口の増加がある。米国で
は早くから肥満が社会問題化してきた。現在では
1980–1990 年代に比較して肥満の増加率は落ち着
いたとされるものの、依然として肥満人口率注）が
33.8%（2008 年）と、OECD 加盟国の主要国の中で
最も高い1）。様々な解析に基づいて経済効果も試算
され、健康対策の議論に用いられている。例えば
2010 年にコロラド州でソーダ税が検討され、2012
年 5 月にニューヨーク市は、L サイズ（470 ml）以
上の甘味飲料の発売を禁止する方針を打ち出した。
英国のロンドン大学の研究チームでは、2005 年の
データをもとに、もし世界の肥満人口割合が米国
並みと仮定すると、9 億 3500 万人分の人口増に相
当する食料やエネルギーが必要となるという試算
を出している2）。
　肥満人口増加に関するこれまでの統計的な予測
は、過去の経年変化を直線的に外挿する方法が一
般的であったが、実測値とは一致しなかった。こ
れに対し、デューク大学グローバル衛生研究所の
研究グループは、社会の変化を踏まえて米国の肥
満人口予測の精度向上を図り、医療費への影響も
算出した3）。この研究は、米疾病対策予防センター
（CDC）の支援を受け、同センターの 1990 年から
2008 年時点の成人の疫学データを利用して行われた。
　研究グループは、個人レベル（性別・年齢・世
帯収入など）と国家レベル（食品やガソリンの価格・
ファストフードの普及具合・失業率など）に分け
て社会の変化を考慮し、これまでの直線外挿によ
る予測を改良した。その結果、米国の肥満人口率は、
2030 年に 42% に達すると見積もられた。この予測
値は直線外挿予測の 51% よりは低いが、それでも
米国の肥満人口が現在より 3200 万人増加し、肥満
に関連した病気の対策に必要な医療費は、現在よ
りも約 5500 億ドル増大することになる。
　特に、子供のころにすでに肥満であった人の半
数が成人になる過程で体重がさらに増加すると仮
定すると、重度の肥満者注）が 2030 年までに倍増し、
米国の成人全体の 11％ を占めると予測される。研
究グループは、このような重度の肥満者の増加が、
将来の米国の医療政策に大きな影響を与えるだろ
うと懸念している。
参　考
1）　OECD Health at a glance 2011
2）　BMC Public Health 2012, 12:439 doi:10.1186/1471-2458-12-439
3）　Am J Prev Med 2012, doi:10.1016/j.amepre.2011.10.026
図表　米国の 2030 年までの肥満人口予測
参考文献3）中のデータを基に科学技術動向研究センター
にて作成
注：肥満人口率は、ボディマス指数（BMI）が 30 を超え
る人口の割合。BMI はヒトの肥満度を表す体格指数で、
体重（kg）÷身長（m）÷身長（m）で算出される。BMI が 40
以上になると、重度の肥満者とみなされる。
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ライフサイエンスにおける先端的計測・分析機器の
使用に関する国内研究者意識
　計測分析技術は、世界最先端か
つ独創的な研究成果を創出するた
めの重要なキーテクノロジーの一
つである。質量分析装置の研究開
発にノーベル賞が授与されたこと
は記憶に新しい。
　ライフサイエンスの領域では、
次世代シーケンサーの性能の目覚
ましい向上によって、膨大なゲノ
ム情報を短期間で解読し、疾患原
因遺伝子を特定できるようになっ
た。今後もライフサイエンスに関
する研究開発を発展させイノベー
ションにつなげていくためには、
赤坂　一人　　　林　康子　　　重茂　浩美
ライフイノベーションユニット
研究目的に応じて新たな先端的計
測・分析機器を有効活用していく
必要がある。
　科学技術動向研究センターで
は、ライフサイエンスに関する機
器使用状況を 2003 年に調査・報
告し、その中で海外製機器に依存
している状況と課題を指摘した1）。
その後、2011 年に柳沢正史氏（筑
波大学教授）が新聞のコラムで日
米間の機器価格差について問題提
起されたことを一つの契機として、
今回改めて海外製機器の国内使
用状況をアンケート調査した。ま
た、様々な立場で機器に関わる専
門家を招いてワークショップを開
催し、今回のアンケート調査結果
を紹介するとともに、機器使用に
関する現状の課題および今後の方
策について議論した。
　本レポートは、特にこのワーク
ショップの内容紹介を目的として
いる。2 章ではアンケート調査の報
告内容を、3 章ではアンケート調査
結果を踏まえたワークショップの
議論をまとめた。なお、議論の一部
には、ワークショップ後に行った
聞き取り調査の内容も含んでいる。
　まず、科学技術動向研究セン
ターの専門家ネットワークを活用
し、海外製機器の国内における利
用状況および価格に関してアン
ケート調査を行った。
2-1
アンケート調査の概要
　専門家ネットワークには、国内
で科学技術に関わる産官学の専門
家 が 2196 名（2011 年 3 月 時 点 ）
登録されており、インターネット
を通して意見を広く収集すること
ができる。今回の調査は 2011 年
3 月 10 日～25 日の期間で行い、回
答者数は 228 名、回収率は 10.4%
であった。
　ライフサイエンスの回答者は
64 名で全回答者の 28% を占めて
いる。ライフサイエンス以外の研
究領域は、多い順にナノテクノロ
ジー・材料（21%）、環境（10%）、
情報通信（10%）であった。ライ
フサイエンスの回答の傾向や特徴
は、基本的にライフサイエンス以
外の研究領域と比較することに
よって分析した。
　なお、本レポートで言うところ
の「機器」とは、電子顕微鏡、質
量分析装置、X 線解析装置、核
磁気共鳴装置、DNA 増幅装置、
DNA シーケンサー、SNP 解析装
置などの先端的計測・分析機器を
1 はじめに
2 アンケート調査結果の報告
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表している。米国に本社を置く
企業が開発した機器は「米国製機
器」、同様に欧州、アジア（日本
以外）、日本にそれぞれ本社を置
く企業が開発した機器は「欧州製
機器」、「アジア製機器」、「日本製
機器」と表記する。
2-2
ライフサイエンスで
海外製機器が多用される傾向
　2003 年の調査1）において、ラ
イフサイエンスでは、ナノテクノ
ロジー・材料などの他の研究領域
と比べて日本製機器の使用割合が
低く、海外製機器を多用している
ことが指摘されている。
　海外製機器を使用する割合がこ
の 5年間でどのように変化してい
るか、について質問したところ、
ライフサイエンスでは、「かなり
増加した」あるいは「やや増加し
た」という回答が、41%を占め
た。一方、ライフサイエンス以外
では 18%に留まり、72%は横ば
いと回答した（図表 2）。ライフ
サイエンスでは、ライフサイエン
ス以外の研究領域と比べて海外製
機器を多用する傾向が強くなって
いると言える。
2-3
特に米国製機器が
多用されている
　最もよく使用している海外製機
器を、「米国製」、「欧州製」、「日
本以外のアジア製」、「その他の
国」に分けて質問した結果、ライ
フサイエンスでは「米国製」が
73%で最も多く、次に「欧州製」
が 27%を占めた。「日本以外のア
ジア製」あるいは「その他の国」
を最もよく使用しているという回
図表 1　アンケート回答者の研究領域内訳
図表 2　海外製機器を使用する割合は、この 5年間において、どのように変化し
ていますか
図表 3　海外製機器のうち、最も使用されているのはどれですか
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科学技術動向研究センターにて作成
科学技術動向研究センターにて作成
ライフサイエンス：n=64
ライフサイエンス以外：n=149（回答未選択の 15 名を除く）
ライフサイエンス：n=64
ライフサイエンス以外：n=150（回答未選択の 14 名を除く）
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答は認められなかった。一方、ラ
イフサイエンス以外の研究領域で
は「米国製」を挙げた回答が最も
多かったものの 54% に留まった
（図表 3）。ライフサイエンスは、
ライフサイエンス以外の研究領域
と比べて米国製機器を多用してい
ると言える。
2-4
性能と普及状況の
両面から海外製機器が
選ばれている
　ライフサイエンスにおいて海
外製機器を選ぶ理由を複数選択
で尋ねた結果、「性能面で優れて
いるから」が 29%、「研究領域
のスタンダードであるから」が
27% を占め、これら 2 項目で半
数を超えた。「日本製が市販され
ていないから」、「高い信頼性、
再現性のある実験データが得ら
れるから」が続き、性能と普及
状況の両面で海外製機器が選ば
れている様子がうかがえる（図
表 4）。それら以外の回答は少な
く、保守点検・価格・使い勝手
などの観点から購入先を選択す
るケースは少ない。
　ライフサイエンス以外の研究領
域と比較すると、ライフサイエン
スでは「研究領域のスタンダード
であるから」を選択する割合が高
く、「日本製が市販されていない
から」が低い。ライフサイエンス
では海外製機器のスタンダード化
がより進んでおり、論文発表など
を考慮して積極的に海外製機器を
用いてデータを取得しようとする
傾向がうかがえる。
2-5
約 4割の回答者が特に
日米間の価格差が
大きいと感じている
　海外製機器を日本で購入する場
合の価格について尋ねた結果、米
国と比べて「かなり高い」ある
いは「2～3 割高い」とする回答
が 39% を占めた。同様の回答区分
は、欧州と比べた場合では 29%、
日本以外のアジアと比べた場合で
は 11% であり、特に日米間の価
格差が大きいと感じている傾向
が、ライフサイエンス以外の研究
領域よりも顕著に認められた（図
表 5）。
　ただし、この設問には、回答者
の半数以上が「未選択」を選択し
た。多くの回答者は、海外での機
器価格情報を得にくい環境にいる
という可能性が考えられる。
ライフサイエンス：n=119（複数回答）
ライフサイエンス以外：n=267（複数回答）
図表 4　海外製機器を選ぶ理由は何ですか（上位 2つまで選択）
図表 5　諸外国と比べて日本で機器を購入する場合の価格は？
ライフサイエンス：n=64
ライフサイエンス以外：n=164
科学技術動向研究センターにて作成
科学技術動向研究センターにて作成
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回答であることから、半数以上の
研究者や購入担当者は海外での機
器価格を知る立場にないと考えら
れる。このような需要側の状況が
要因となって、機器の内外価格差
の議論が活発にならないものと考
えられる。
＜主な具体的議論＞
・国内でも海外でも実際の購入
価格は、多くの研究者にはわ
からない。米国では内部関係
者であっても、所属機関に機
器価格を開示してもらえな
かった経験がある。
・研究者の業務は必要な機器を
選定するところまでである。
価格交渉は担当部署が行い、
研究者は関与する機会がない
のが普通である。
3-2
国内価格のほうが
必然的に高くなる
　海外製機器は、一般的には海外
メーカーの日本法人が輸入元とな
り、国内代理店を通して顧客に販
売される。輸入の各過程に関連し
て様々なコストが発生し、それら
　次に、2012 年 2 月、機器使用の
現状と課題・今後のあるべき方向
性などについて多面的な考察を加
えるため、ユーザー、購買・管
理、開発など、様々な立場で機器
に関わる専門家を招聘してワーク
ショップを開催した。参加者は、
座長として柳沢正史氏のほか、大
学教授 2 名、大学・公的研究機関
の研究推進・管理部門から 4 名、
企業の研究開発部門から 4 名、行
政関係者 4 名の計 15 名であった。
　まずアンケート調査の結果を紹
介した後、機器使用に関する状況
や課題について議論に入った。海
外製機器を多用している現状につ
いては参加者全員の認識はほぼ共
通しており、事実の確認程度に留
まった。多くの時間は内外価格差
に関する議論に費やされた。この
3 章では、内外価格差に対する参
加者の現状認識や問題意識、課題
解決に向けた方策のアイデアなど
についてまとめる。
3-1
多くの研究者や
購入担当者は海外での
機器価格を知る機会がない
　図表 5 で半数以上の回答者が無
が価格に反映されるため、海外価
格よりも国内価格のほうが、必然
的にある程度は高くなる。主な上
乗せコストは、仕入額・為替レー
ト・販売・保守・規制対応に関す
る付帯作業・人件費などである。
＜主な具体的議論＞
・輸入元の日本法人は、輸入手
続きの代行やメンテナンス
サービスの仲介等で果たして
いる役割もあって、その分の
対価が転嫁されるために価格
が高くなる。購入者が直接対
応する場合、例えば直接輸入
した機器が故障すると、購入
者が英語でやり取りし、技術
者の派遣のために飛行機代を
払う、という事態になりかね
ない。
・カタログ価格を決めるために
用いる為替レートは、ある程
度将来の円安ケースを想定し
て為替変動リスクを軽減でき
るように設定している。した
がって、一般的に実勢レート
よりも円安の設定となる。
・販売・保守に付帯する作業と
しては、マニュアル翻訳、宣
伝費や保守トレーニング研
修、デモ機の購入・維持・移
設、保守部品の在庫化、バッ
クアップ機器の準備などが挙
2-6
まとめ
　アンケート調査の結果、ライフ
サイエンスでは、海外製機器の中
でも特に米国製機器を多用してい
る傾向が認められた。研究者が海
外製機器を選択する理由は、主に
性能の良さと研究分野の世界標
準として普及している状況にあ
り、2003 年の調査結果1）と一致
していた。また、ライフサイエン
スでは、ライフサイエンス以外の
研究領域と比べて、海外製機器の
日米価格差を感じる割合が高かっ
た。2003 年の調査1）でも、ナノ
テクノロジー・材料との比較にお
いて、ライフサイエンスでは米国
よりも日本の方が機器価格が高い
と回答した割合が高い。したがっ
て、少なくとも前回の調査以降、
海外製機器を選択する理由や価格
に対する意識に大きな変化は生じ
ていないと考えられる。米国製機
器の内外価格について当センター
で予備的に調査した数例の範囲で
は、米国製機器の日本価格は米国
での価格より 2 倍前後高いが、米
国以外の諸地域とほぼ同等である
ことが示唆され、上記アンケート
結果と矛盾しなかった。
3 機器価格を中心とした議論
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9 割程度の価格で機器を購入
できた。中国は米ドル取引で
あり、為替の問題が生じない
ことが価格が同程度である要
因の一つになっていると考え
られるが、為替の問題だけで
は米国より低価格であること
の説明がつかない。米国メー
カーが中国の巨大市場に参入
したいといった思惑もあった
と思われる。
3-4
その他の意見
　日本市場における参入メーカー
のシェア構造、競合メーカーの有
無、入札における候補機種の選択
肢の少なさなど、様々な事情で日
本における機器価格が下がりにく
い状況になっている。
＜主な意見＞
・国別の 2001 年度国内販売実
績は、米国あるいは欧州が上
位に多くあり、特にライフサ
イエンス領域では、ほとんど
海外企業が占めている2）。海
外製機器に依存した市場構造
においては、機器価格は抑制
されにくい。
・レーザー顕微鏡は国内外で大
きな価格差のない機器である
が、それは国際的に競合する
国内メーカーが存在している
からである。一方、内視顕微
鏡は日米間で 2 倍の価格差が
あるが、この分野では日本に
競合メーカーが存在しないこ
とが要因である。
・次世代シーケンサーなどの高
額機器の場合、購入候補とな
る機種や取扱い販売店は限ら
れており、複数入札の余地が
少ない。
げられる。
・いずれの国でも、それぞれの
規制を順守する必要がある。
日本では、電気用品安全法や、
必要であれば毒劇物法などに
も対応する。試薬の安全性を
記載したデータシートなども
日本語化する。
・人件費には、実機の輸入手続
きや品質チェック作業などが
含まれる。
・上記に加え、輸入から販売ま
でに関わる企業がそれぞれの
利益分を価格に上乗せする。
・保守サービスが機器価格に盛
り込まれているかどうかでも
購入価格が異なってくる。日
本では、少々のメンテナンス
はサービスすることを前提に
機器価格を設定していること
が多い。米国では、機器価格
は機器自体の価格のみで、保
守サービスは別途契約を結ぶ
必要がある。
3-3
内外価格差を
小さくできる余地がある
　内外価格差が生じる要因は 3–2
に記載したもの以外にもあるが、
現状よりは小さくできる余地があ
ると考えられる。日本の研究者が
海外の価格相場を知っていれば、
交渉次第で価格が下がる場合があ
る。メーカー側が市場の将来性に
魅力を感じている場合も、低価格
で機器が販売されることがある。
＜主な具体的事例＞
・米国の 2 倍近い見積価格だっ
た機器を並行輸入しようとし
たところ、代理店が半額程度で
提示し直してきた事例がある。
・米国から母国に戻った中国人
研究者の研究室では、米国の
3-5
ワークショップの
まとめと今後の方向性
　今回、ワークショップを行うこと
で、参加者の間では機器の海外価
格相場や他研究機関の購入状況な
どの現状を共有できた。ワークショッ
プの参加者のほぼ全員が、まずは多
くの研究者が海外製機器に内外価
格差があるという現状を認識できる
ようにする必要があると述べた。例
えば、海外価格を簡単に照会できる
ような情報源が用意されていれば、
研究者は価格相場を調べたうえで価
格交渉をすることができるであろう。
　海外製機器の価格設定には様々
な要素が含まれている。輸入手続き
や保守点検などで生じるコストは利
用者側が受け入れることによって海
外製機器をより効率的に活用できる
という意見も多かった。一方で、ワー
クショップ参加者の経験から判断し
て、内外価格差を現状よりも縮小で
きる可能性もある。購入側が機器
価格の海外相場をできるだけ知って
研究資金を有効に活用する必要性
も指摘された。
　海外製機器をより有効に活用す
るための方策としては、短期的に
は、まずは中古機器市場の活性化
が挙げられた。米国では中古機器
市場が確立しており、例えばバイオ
ベンチャーは起業の際に機器を安
く調達することができる。次に、特
区を作って、域内の企業・大学・研
究機関などの間で機器を共有した
り、容易に移設したりできるように
するといった意見もあった。また、
消耗品の場合は、複数の大学が連
携するなどで購買力を高め大量か
つ安定して購入するようになれば、
単価を下げることができるのではな
いかという意見もあった。長期的に
は、国産機器の開発を促進し、海
外製機器と競合するような市場を
形成していく重要性が指摘された。
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　アンケート調査の結果からも
ワークショップ参加者の意見から
も、半数程度のライフサイエンス
関係者は海外での機器価格情報を
得にくい環境にいる可能性が考え
られる。できるだけ多くのライフ
サイエンス関係者と情報を共有す
る機会の一つとして、本レポート
が活かされることを期待する。
1）　中塚勇、横田慎二、桑原輝隆、「先端的計測・分析機器の現状と今後の課題～科学技術専門家ネットワーク　アンケート
調査結果～」、文部科学省科学技術政策研究所、2003 年 7 月（調査資料–98）
2）　科学機器年鑑 2002、（株）アールアンドディー社
文部科学省　科学技術・学術審議会　先端研究基盤部会　研究開発プラットフォーム委員会　先端計測分析技術・機
器開発小委員会（第 5 回）では、2010 年のライフサイエンス関連機器の国内販売実績は、海外メーカーが上位を占め
ているという状況が報告されている。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu17/003/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2012/06/12/1321834_4.pdf
赤坂　一人
ライフイノベーションユニット
科学技術動向研究センター　特別研究員
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
製薬企業において薬剤スクリーニング・蛋白質発現精製・ペプチドなどの探索研究に
従事し、2010年より現職。医療・健康・食などのライフサイエンス全般に関する研
究動向について主に調査中。博士（医学）。
林　康子
ライフイノベーションユニット
科学技術動向研究センター　客員研究官（2012年 3月まで）
農学博士。国立科学博物館認定サイエンスコミュニケータ。米国大学医学部にて数年
間の研究活動を経て、現在は大学で研究支援に従事。研究者が研究に専念できる環境
づくりに貢献したいと考えている。
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科学技術動向研究
CO2低減を加速する
自動車用大エネルギー容量キャパシタの研究開発動向
　自動車・産業機械・再生可能エ
ネルギーシステムなどにおけるエ
ネルギーの有効利用の観点で、排
出エネルギーの回生や中小規模の
廃棄電力の回収などを可能とする
蓄電システムを構築するために、
キャパシタの研究開発が注目され
てきた。キャパシタや二次電池な
どの蓄電システム技術は、日本が
誇る環境負荷低減技術の一環とし
て、国際的に優位なポテンシャル
を確保してきた。特に、小エネル
ギー容量のキャパシタは電子機器
などのバックアップ電源として普
及が進んでいるが、今後の CO2
低減や省エネルギーを推進する上
でこれらの蓄電システムを採用す
る機器が拡大しつつある。さらに
高出力でかつ大エネルギー容量を
保持する蓄電システムへの社会的
要求は、ますます強くなってきて
いる1、2）。
河本　洋
客員研究官
　自動車の分野では、これまで搭
載機器のバックアップ電源にキャ
パシタを採用した例がある。制動
時に廃棄している運動エネルギー
の回生やこのエネルギーを用いた
駆動アシストなどの検討が進めら
れてきている3）。しかし、現在ま
で、本格的にキャパシタの蓄電シ
ステム技術が導入されてきたとは
いえない。
　電気化学的酸化還元反応のメカ
ニズムを用いているリチウムイオ
ン電池（Lithium Ion Battery：LIB）
やニッケル水素電池などの二次電
池と比較して、キャパシタには、
高出力密度で、充電に要する時間
が極めて短いこと、瞬時に放電が
できること、これらによる大きな
負荷変動への高い応答性、充放電
繰返し寿命が長いこと、安全性・
信頼性が高いことなどの長所があ
る。それらの反面、キャパシタに
は二次電池に比べてエネルギー密
度が低いという大きな欠点があ
る。長所である特性を維持したま
ま、エネルギー密度が LIB と同
等以上で、コンパクトで低コスト
のキャパシタが実現できれば、自
動車における制動エネルギーの回
生や駆動主電源へ適用され、他に
も様々な産業機械分野までの広範
囲な蓄電システムへの応用展開が
可能になる。それらの結果として
大幅な CO2 低減が期待できる。
　本稿では、自動車における大エ
ネルギー容量キャパシタの必要性
や研究開発の現状、そのキャパシ
タを実現するための材料技術の方
向性などについて述べる。特に、
大エネルギー容量キャパシタを研
究開発する上での課題を抽出し、
今後進展しそうな研究開発例を紹
介する。
1 はじめに
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図表 1　EDLC を駆動電源とする自動車の普及拡大による CO2 削減効果に関する試算
科学技術動向研究センターにて作成
2-1
キャパシタを駆動電源とする
自動車の普及拡大による
CO2 低減効果
　環境政策の後押しもあり、ハイ
ブリッド自動車（HV）・プラグイ
ンハイブリッド自動車（PHV）・
電気自動車（EV）が今後急速に
普及しつつある。環境政策をいっ
そう推進して行く上で、搭載され
る蓄電システムの性能向上が鍵を
握っている。現在、自動車に搭載
する二次電池は LIB が主流であ
る。一方、短時間に充電できる特
性を生かしたエネルギー回生、駆
動・停止を頻繁に繰返す用途、瞬
時に高出力が要求される補助的電
源用途などにはキャパシタが適し
ている。一般に、キャパシタは
電気二重層キャパシタ（Electric 
Double Layer Capacitor：EDLC）
を指す場合が多い。
　自動車においては、高出力で大
エネルギー容量を保持する蓄電シ
ステムを駆動主・補助電源に用い
ることにより大幅な CO2 低減が
可能となる。HV などの普及が急
速に進み、国内の自動車による
CO2 排出量は減少傾向にはある
が、今後さらに HV・PHV・EV
などの導入促進をはかることで大
幅な CO2 排出量の削減が可能と
考えられる。環境省の「低炭素社
会づくり行動計画」や経済産業省
の「次世代自動車戦略 2010」に
おいては、2030 年までに国内新
車販売台数に占める HV・PHV・
EV などの二次電池搭載車の合計
新車販売台数を 50～70％とする
意欲的目標が設定されている4、5）。
　図 表 1 に、EDLC を 駆 動 電 源
とする自動車の普及拡大による
CO2 削減効果を単純化して試算
した。化石燃料エンジン駆動自動
車と比較して、CO2 排出量が約
1/4（CO2 排出量約 50 g/km）に
なる EV などが普及すると、自動
車による総 CO2 排出量を大幅に
削減できる。もし、日本の全自動
車保有台数（2009 年度で約 7,400
万台）6） の 50% を EV（LIB 駆動
主電源）にした場合、運輸部門
の CO2 全排出量（2009 年度で約
2.3 億 t）7）のほとんどが自動車に
よるものとすると、CO2 全排出
量の約 37%（約 0.86 億 t）を削減
できる8）。また、EV 駆動主電源
を、走行エネルギーの約 50% に
もなる制動エネルギー回生がで
きる EDLC とすることが可能と
仮定した場合は、CO2 全排出量
の約 44%（約 1.01 億 t）を削減で
きる。全自動車保有台数の 50%
を HV 化（化石燃料エンジンと
EDLC による HV）して EDLC を
駆動補助電源にすると仮定した場
合でも、走行エネルギーの約 50%
を回収してこれを駆動に再利用す
ることにより、CO2 全排出量の約
25%（0.58 億 t）を削減可能と試算で
きる。このように、EDLC を自動
車の駆動主電源や補助電源に効果
的に応用すると、CO2 全排出量を
大幅に削減できると試算できる。
　制動エネルギーの回生は、駆動
2 大エネルギー容量キャパシタ利用の戦略性
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電動機の機能を発電機に切り換え
て、エネルギー変換で生じる機械
的・電気的損失などを除いた運動
エネルギーを電気エネルギーに変
換して蓄電するという過程を経
る。理論的には制動エネルギーの
回生を走行エネルギーの 50% 以
上とすることが可能といわれてい
る9、10）。当面は、駆動補助電源用
途の方向性として、EDLC の優
れた特徴をそのまま残してエネル
ギー回生システムに適用して自
動車の CO2 削減効果を増大させ、
さらに将来的には、現在の LIB
では実現できない瞬間的な大電力
が要求される用途、頻繁な充放電
を繰返す用途などでも蓄電できる
という EDLC の強みを伸ばして
いくという戦略が望ましい。
2-2
自動車の駆動電源としての
キャパシタの選択肢
　図表 2 に、EDLC と LIB の蓄電
性能の比較3、11、12）と、自動車に
おける理想的蓄電システムの方
向性をまとめて示す。この図は、
EDLC と LIB のそれぞれの優れ
た特性を 100% として単純化し
て、例えば EDLC の出力密度と
LIB のエネルギー密度をそれぞれ
100% というようにして、蓄電性
能を 4 段階評価したものである。
EDLC は、優れた特性を有する二
次電池である LIB に比べ、高出力
密度・短満充電時間・長充放電繰
返し寿命の点では大幅に優れてい
る。さらに、LIB にはない特長と
して、電極における反応熱が少な
いことなどによる高エネルギー効
率（充放電効率 90% 以上）や、高
い安全性を有しており、構成材料
に重金属やハロゲン化合物などを
使用していないため低環境負荷で
もある。電極に炭素系材料を使用
している場合は、構成材料の資源
供給に心配がなくなる。しかし、
EDLC には LIB に比べてエネル
ギー密度が低いという大きな欠点
があり、エネルギー密度の向上が
研究開発上の大きな課題である。
　HV・PHV・EV などの駆動主電
源として EDLC を考えた場合、出
力密度や充放電繰返し寿命などの
点では申し分ないが、LIB などの
二次電池に比べてエネルギー密度
が小さいため、航続距離が長い場
科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　EDLC と LIB の蓄電性能の比較と自動車における理想的蓄電システムの方向性
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図表 3　各種蓄電システムの出力密度とエネルギー密度の関係と
　　　  大エネルギー容量キャパシタとして目指すべき中期目標
科学技術動向研究センターにて作成
ピングした黒鉛を用いたハイブ
リッドキャパシタであるリチウム
イオンキャパシタ（Lithium Ion 
Capacitor：LIC）は、今後の大エ
ネルギー容量キャパシタの有力
候補となっている1、3、11、13）。なお、
レドックスキャバシタや LIC な
どを総評して電気化学キャパシタ
と呼ぶこともある。ただし、これ
らの研究開発途上にあるキャパシ
タのエネルギー密度は、LIB のそ
れに比べると約一桁低い。
　図表 3 には、大エネルギー容量
キャパシタとして目指すべき出力
密度とエネルギー密度の中期目標
領域も示した。中期的には、エネ
ルギー密度として現状の LIB レ
ベルに到達することを目標とす
べきである。そのためには、電
極・電解質材料を軸とした研究開
発に注力すべきであろう。電極
における電気化学反応を利用する
二次電池では、現状の実力を遙
かに超えるエネルギー密度であ
る 500 Wh/kg 以上を目標とする
研究開発が（独）新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）の
長期ロードマップに設定されてい
る。しかし、キャパシタとして
LIB にはない優れた特性による競
合は頻繁に充電を繰返さなければ
いけない。キャパシタの高出力密
度を活かして既に実用されてい
る、キャパシタ搭載のアイドリン
グストップバスの例では、頻繁な
エンジン始動繰返し時に必要な大
電流をキャパシタで供給すると
いう使い方がされている3、13）。し
たがって、二次電池で走行する
HV・PHV・EV においてもキャ
パシタを併用すると、発進時のエ
ネルギー供給用の二次電池の搭載
容量を少なくでき、制動時の廃棄
エネルギーを瞬時に効率良く電力
として回収できると考えられる。
この回収エネルギーを電気エネル
ギーに変換して瞬時にキャパシタ
に蓄電して駆動時に再利用するこ
とにより、CO2 排出量のさらなる
削減が可能となる。このように自
動車用途では、キャパシタはまず
は補助電源としての拡大が望め、
当面は二次電池と併用することで
高出力特性を活かしたキャパシタ
の適用が推進されると考えられ
る。さらに将来、キャパシタのエ
ネルギー密度が LIB 並み以上に
高くなれば、この大エネルギー容
量キャパシタは、自動車の駆動主
電源として能力を備えることにな
り、LIB を代替するポテンシャル
が生まれ得る。
2-3
大エネルギー容量キャパシタ
としての目標特性
　図表 3 に各種蓄電システムの重
量当たりの出力密度とエネルギー
密度の関係を示す3、8、9、13～15）。蓄
電システムには、電気エネルギー
貯蔵・放出の際に電極における電
気化学反応を伴う LIB のような
二次電池と、物理的なイオンの吸
脱着から電気エネルギーを主とし
て得るキャパシタがある。EDLC
は数 V（ボルト）で作動し、この
低電圧で多量の電荷蓄積が可能で
あることや、頻繁に充放電が繰返
される用途に適しているという特
性を生かして、超小型から小型ま
での EDLC が低作動電圧の電子
回路に数多く使用されてきた。そ
れらの例としては、AV・モバイ
ル機器のメモリーバックアップ電
源、太陽電池搭載腕時計などの駆
動電源、ガス安全弁の緊急時の駆
動電源などのシステムがある。こ
れらの EDLC は世界に先駆けて
1970 年代に日本で実用化・量産
されたという歴史がある。
　これまでに開発された、比較的
エネルギー密度の高いキャパシタ
としては、正極・負極の一方また
は両方において酸化還元反応（レ
ドックス反応）あるいはインター
カレーション反応（電極材料の
結晶構造間にイオンが入り込む
現象）を利用するレドックスキャ
バシタ、正極か負極のどちらか一
方に二次電池の電極での電荷移動
反応を利用したハイブリッドキャ
パシタ、高電圧化のために電解質
材料としてイオン性液体を用いた
イオン性液体キャパシタなどがあ
る。例えば、正極に活性炭を、負
極にリチウムイオンをプレドー
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図表 4　EDLC とコンデンサの基本的蓄電メカニズム
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争力を考慮して、現状の LIB レ
ベルのエネルギー密度に追い付く
ことが、まずは研究開発の第一ス
テップと考えられる。
　自動車以外のキャパシタの適用
分野には、瞬時に大電流を放出し
て短時間に使用可能な状態にする
待機電力が不要なレーザープリン
タ・コピー機、工業製品の製造工
場での大規模な非常用電源、瞬時
に大電流を発生させる無停電電源
などがある。これらのシステムに
おけるキャパシタ特性に関する
当面の市場の要求は、現状の LIB
の特性と比較して、出力密度は
約 3～10 倍と高いが、エネルギー
密度は約 1/10 と低いものとなっ
ている16）。これは図表 3 に提案し
るコンデンサでは、一般的に誘電
体（スズ・アルミニウム・タンタ
ルなどの酸化物）を二枚の電極間
に挟んだ構成の電極領域に電荷が
蓄積される。一方、EDLC の場合
は、基本的には同じように、充電
により正極には正電荷（ホール）
が、負極には負電荷（電子）が蓄
積され、それぞれの電荷と反対符
　図表 4 に EDLC の基本的蓄電
メカニズムを、コンデンサのメカ
ニズムと比較して示す（注 1～3
を参照）。EDLC のセルは、一般
的に、大きな比表面積を有する活
性炭などの正極および負極の一対
の電極と電解質（電解液）、さら
には、セパレータと集電体から構
成される。キャパシタと同義であ
号のイオンが対抗した電解質中の
電極表面近傍に互いに引き合うよ
うに集まる。それぞれのイオン
は各電極に対して反対の電極と
同等の働きをすることになり、正
極・負極と電解液の界面領域に
電荷およびイオンから構成される
電気二重層がそれぞれ形成され
る。EDLC でも、イオンと電荷が
た中期目標に程遠い特性レベルで
あるが、用途はそれなりに存在す
る。ただし、これらの用途におい
ても、さらにエネルギー容量を増
大したキャパシタを利用すること
によって、それらシステムの電源
駆動時間を長くすることができる
ようになるなどの利点があること
はいうまでもない。
注1　日本では通常、コンデンサは電気回路部品として使用されるものを指している。日本以外では、キャパシタと
コンデンサはいずれもキャパシタと呼ばれており、最近の高機能のキャパシタをスーパーキャパシタともいう。
注2　ファラッド Fは蓄電容量の単位であり、1Fは「1s（秒）間に 1A（アンペア）の電流によって運ばれる電
気量を充電したときに 1Vの直流電圧が生ずる二つの導体間の静電容量」と定義される。静電容量 Cは、
電極間の誘電体の誘電率ε、電極の表面積 S、電極間の距離 dを用いて C＝εS/dで求められる。
注3　コンデンサにおいて、電極間に絶縁体を挿入した電界中では電気分極が起こり、正負の電荷が電極に蓄積
される。電気分極が起こる現象を誘電現象と呼び、この現象を起こす物質を誘電体（絶縁体を誘電現象に
注目した場合）という。コンデンサの代表例として、アルミニウム電解コンデンサ（アルミニウムの酸化
被膜に電解液含浸シートを巻き付けるセル構造）があるが、コンデンサの中では最大となるアルミニウム
電解コンデンサのエネルギー密度でも、EDLCに比べると、約 1/100と極めて低い（図表 3参照）17）。
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4-1
電極材料の大静電容量化と
セルの高作動電圧化
　キャパシタの高エネルギー密度
化への主なアプローチについて、体
系的に図表 5 に示す。高エネル
ギー密度化へのアプローチは電極
材料の大静電容量化とセルの高作
動電圧化に大別される 3、11～13、18、19）。
電極材料の大静電容量化のアプ
ローチとしては、ナノスケールで
構造を制御した炭素系材料・金
属酸化物・導電性高分子などで
活性炭を置き換え、電荷移動に伴
う容量を増大する試みが行われて
いる。これは、炭素系材料の表面
にできる電気二重層の電気容量に
上限があるため、電極材料の重量
当りの静電容量を増やすために吸
着イオンに見合った細孔をさらに
増やしても、その材料の体積当り
の静電容量が必ずしも増えないか
らである。電極材料としては無機
物系材料，高分子系材料などの
様々なものが知られているが、ル
テニウム酸化物によるものでは
1000 F/g を超えるキャパシタン
ス容量が報告されている。充放電
繰返しの安定性を高めて電極にお
ける電荷やイオンに対する利用率
を向上させるために、多孔質や層
状の材料構造を導入することによ
り、電極材料を三次元的に利用し
て表面積（S）を増やした酸化物
系電極材料の研究例がある11、12）。
　キャパシタに蓄積されるエネル
ギー（E）は作動電圧（V）の 2
乗に比例して増大するため、大エ
ネルギー容量化には高作動電圧化
の効果が大きい。セルの高作動電
圧化へのアプローチは電解質材料
の高耐電圧化と電極構成のハイブ
リッド化に分かれる。セルの高作
動電圧化のアプローチとして、電
位窓（電解液の酸化還元反応が起
こらない電位範囲）が広いイオン
性液体などの電解質材料を用いる
ことで電解液の分解に対する電圧
を高める方法が知られている。電
解液は水系電解液と非水系電解液
とに分けられるが、非水系電解液
の電位窓（約 2.5 V）は水系電解
液の電位窓（約 0.8 V）に比べて
広いため、現在のところ主とし
て、溶媒にプロピレンカーボネー
ト、支持電解質にアンモニウム塩
などを用いた非水系電解液が用い
られている3、11、12）。
　現時点で、大エネルギー容量
キャパシタの開発において最も有
効と考えられるアプローチは、二
次電池の電極を正極か負極のどち
らか一方に用いるという、キャパ
シタと二次電池とのハイブリッド
構造によるセルの高作動電圧化で
ある。二次電池の負極とキャパシ
タの正極から構成されるセルによ
る LIC（図表 6 参照）において、
LIB のエネルギー密度に迫る大容
量キャパシタを構成できたという
試作例がある20、21）。当面は、この
セル構成での LIC や、LIC と LIB
の優れた特性を組合せたこれらの
複合セル（図表 7 参照）によっ
て、大エネルギー容量化を達成す
る研究開発が進むと考えられる。
互いに隔てられたナノスケールの
距離の領域が誘電体に相当し、そ
の静電容量は電極の表面積 S に
比例して電極間（電荷とイオン）
の距離 d に反比例する。ただし、
EDLC では、コンデンサに比べて、
より大きい静電容量を電気二重層
により実現することができる。
　電気二重層に蓄積される静電容
量もコンデンサと同じように、キャ
パシタンス C（単位はファラッド
F）で表される。蓄積エネルギー
E は C と作動電圧 V により
E = 0.5CV2
で表される。ここで、C は電極間
の誘電体の誘電率εを用いて
C = εS/d
で表わされる。単位重量または体
積当たりの高エネルギー密度化に
は大静電容量（大キャパシタンス）
で高作動電圧が必要となる。
　充電ではイオンが電極表面に吸
着し、放電では電極中の電荷を放
出すると同時に電極表面のイオン
が遊離するというように、二次電
池のように電気化学反応（酸化還
元反応による酸化物の分解・生成
の際の電子の放出・獲得）が伴わ
ない。よって、イオンの吸着と
脱離だけで物理的充放電が起こる
ことから高速の充放電が可能であ
る。電極表面に集まったイオンが
わずかに移動するだけでキャパシ
タの充放電が完了するため、短時
間で大電流により充放電すること
から高出力となる。充放電の際に
副反応がほとんど起こらないこと
によって、電極材料や電解液の劣
化が少なく、寿命が長く、安全
性・信頼性にも優れるというキャ
パシタの長所が生まれる。反面、
電解質が電解液の場合は、ある一
定以上の電圧を印加すると電気分
解を起こしてしまうため、現在の
EDLC の場合、定格電圧は 2.5～
3V である3、13）。
4 大エネルギー容量キャパシタ開発の方策と課題
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図表 5　キャパシタの高エネルギー密度化への主なアプローチ
4-2
ハイブリッドキャパシタ
　前述のハイブリッド構造の複
合セルから構成される LIC は、
EDLC と LIB のそれぞれの良点
を取り込んでいる蓄電システムで
ある。図表 6 に、正極に活性炭
を、負極にリチウムイオンをプレ
ドーピングした黒鉛系材料を用い
た LIC セルの例における放電メ
カニズムを示す。LIC では、正極
では電気二重層を形成して物理的
なメカニズムで充放電が行われる
のに対して、負極ではリチウムの
電気化学反応によるメカニズムで
充放電が行われる。すなわち、こ
れは LIB の負極機能と EDLC の
正極機能を組み合わせた蓄電メカ
ニズムになっている。EDLC に比
べて LIC のエネルギー密度が高
いのは、リチウムイオンが負極に
ドープされることによって負極の
静電容量が増加することと、セル
電圧を 2.5～3 V から約 4 V まで
科学技術動向研究センターにて作成
科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　LIC セルにおける放電メカニズム
図表 7　LIC と LIB の複合型蓄電セルの模式図
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高めることができるためである。
出力密度や充放電繰返し寿命など
は EDLC と同等である。自己放
電が小さいことから安全性も高
く、高温特性に優れる。負極では
リチウムイオンのインターカレー
ションが起こって充放電中の電位
はリチウムの酸化還元電位付近で
一定になるが、正極では活性炭電
極による電位変化が起こる。放電
時にはリチウムイオンが正極へ、
陰イオンが負極に向かい、充電時
にはこれらとは逆のメカニズムが
起こる3、13）。
　EDLC が有する高出力・長寿
命・高安全性の特徴を生かしなが
ら、エネルギー密度を鉛電池並み
に高めている LIC は HV・PHV・
EV の駆動主電源に使える可能性
がある。電解液にリチウム塩を使
用している LIC は既にコイン型
タイプのキャパシタに実用されて
いるが22）、積層型・捲回型などに
よる大型キャパシタは、リチウム
イオンのプレドーピングの困難さ
などの点からこれまで本格的な実
用に至っていない。LIC の課題と
しては、セル全体の起電力をさら
に高める、電気量に対する電位依
存性が少ない電極材料を用いてセ
ル全体のキャパシタンスを増加さ
せる、電気量に対して電位が平坦
になる電極材料を用いて大エネル
ギー容量化するなどがある。
　ま た、LIC と LIB を セ ル の 内
部で一体化した複合型蓄電システ
ムの開発例もある23）。これは、図
表 7 に示すように、LIC のセルと
LIB のセルを、集電体を介して負
極を共通化することにより、一体
化している蓄電システムである。
急速な充放電を LIC 部が受け持
ち、長時間の充放電を LIB 部が
受け持つことにより、瞬発力と持
続力を両立した蓄電システムが可
能になる。この試作セル（扁平巻
回形 10 Wh 級）では、3 kW/kg の
出力密度でエネルギー密度が LIB
のものに近い 60 Wh/kg という値
が得られている。このように、セ
ル内部で LIC と LIB を一体化す
ることで、LIB の弱点である短時
間での充放電特性を LIC の機能
で改善し、LIC の弱点である長時
間の電力貯蔵を LIB の機能でカ
バーするという複合蓄電システム
のアプローチもキャパシタの大エ
ネルギー容量化の一つの方向性で
あろう。
　将来の高出力でかつ大エネル
ギー容量を有するキャパシタに
は、優れた低高温作動特性、過充
電による損傷許容性、長期充電エ
ネルギー保存性などに関する様々
な課題を凌駕する新たな電極材料
の研究開発が必要で、炭素系材料、
無機化合物系材料、高分子系材料
などが期待されている。一方、電
解質には、さらなる高耐電圧化・
大電気二重層容量化・広使用温度
範囲化などが要求され、可燃性電
解質の特性を超える材料として、
これまでイオン性液体・固体電解
質などが研究開発の途上にある。
以下に、大エネルギー容量キャパ
シタの実現に不可欠なこれらの材
料技術の研究開発動向について述
べる。
5-1
電極材料の研究開発
　電極材料においては、図表 5 で
述べたように、キャパシタの高エ
ネルギー密度化へのアプローチの
内、主に大静電容量化を目的とし
て、ナノスケール構造を制御した
炭素系材料、炭素系材料の静電容
量を凌駕することを狙いとした金
属酸化物系材料、大量の電荷を貯
蔵することができる高分子系材料
などについて研究開発が進められ
ている。
（1）ナノスケール構造を有する炭
素系材料
　電極材料としては、従来から炭
素系材料が注目されてきた。その
理由は、ナノスケールで構造を制
御することにより広い表面積を確
保して大きな静電容量を得るため
である。活性炭を用いる電極で
は、電気二重層の静電容量を大
きくして、重量または体積当りの
キャパシタンスが最大となる細孔
構造が形成される。活性炭の細孔
部は、イオンの吸着部と通り道に
なってイオンの拡散を促進するこ
とにより、イオン伝導性を向上す
る役割を担う。炭素から構成され
る活性炭には、自己放電を少なく
するため、水酸基・カルボニル基
などの酸素含有官能基の最適な量
が存在する。活性炭は黒鉛に比べ
ると電子電導性に劣り、その構成
粒子の界面での抵抗によって充
放電の速度が低下する3、13）。よっ
て、活性炭には電極材料として
の電子電導性の向上が必要であ
り、そのために電子電導性の良い
黒鉛系粒子や、さらには、黒鉛
系粒子とカーボンナノチューブ
（Carbon Nano–Tube：CNT）など
との複合化が検討されている。
　また、キャパシタの電極材料
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として検討されてきた CNT は単
層カーボンナノチューブ（Single 
Wall CNT：SWCNT） が 主 で あ
り、CNT の重量当りの表面積が
広いため、重量当りの電気二重
層容量は大きい（100～200 F/g）。
SWCNT は、イオンが吸着され
やすい表面と高い電子電導性を持
つことから、高速かつ大電流での
充放電に対応できるので、高出力
キャパシタ用電極材料になる。し
かし、バンドル構造と呼ばれる
CNT 凝集体が形成されると、電
気二重層形成に利用できる表面積
が減少し、重量当りの電気二重層
容量が小さくなって電子電導性も
低下する。さらに、CNT には非
晶質の炭素副生成物や CNT を成
長させるための触媒微粒子の混入
などの問題もあり、SWCNT を用
いたキャパシタはまだ研究開発途
上にある。SWCNT 以外に、カー
ボンナノファイバ （ーCarbon Nano–
Fiber：CNF）などについても研
究がおこなわれている。
　米国 Brookhaven 国立研究所の
研究者らは、電荷を吸収する広い
比表面積（2630 m2/g）を有する
グラフェンのナノスケール構造な
どを解明して、鉛電池並みのエネ
ルギー密度と高速充放電の特徴を
併せ持つキャパシタを追究して
いる24）。このグラフェンは曲面を
持った炭素単原子厚さの壁で構成
される孔（空隙径 0.6～5 nm）を
多く有する三次元ネットワーク構
造になっている。孔の寸法構造設
計を可能にするため、グラフェン
の三次元ネットワーク形成過程に
関する計算機シミュレーションを
行い、高分解能電子顕微鏡で孔の
ナノスケール構造が検証されてい
る。図表 8 に示すように、グラ
フェンを層状に配して、これら
に CNT を挟み込む構造の電極を
作成した報告例がある25）。この構
造の電極では、電解液中のイオン
をグラフェン表面に多量に吸着で
き、さらに電解液にイオン液体を
用いて、ニッケル水素電池並の
エネルギー密度を得ることに成
功した。ただし、グラフェンと
SWCNT の複合体ではなく、グ
ラファイトの破片と単層ではない
CNT を液相で分散して混合した
形態でも、同様なエネルギー密度
の向上に繋がる可能性がある。
（2）金属酸化物系材料
　金属酸化物系材料をキャパシタ
の電極材料にすると、炭素系材料
に比べて、大きな静電容量を達成
できるという利点が期待できる。
金属酸化物により蓄積される静電
容量は、活性炭に比較して、約
10 倍にもなる例が報告されてい
る。代表的電極材料である水和酸
化ルテニウム（RuO2･nH2O）は
酸化還元反応により電荷を貯蔵・
放出し、充放電容量の大きなキャ
パシタを構成できる。これまで、
この材料のナノ粒子化・薄膜化や
異種金属・炭素系材料・導電性高
分子材料との複合化が検討されて
きた。いずれも、600～1200 F/g
という高い静電容量密度が報告さ
れている11、12）。ルテニウムはレア
メタルとは見なされていないが、
資源の埋蔵量は多くはなく、かつ
供給不安がある。大量のキャパシ
タを提供するには、安価で資源供
給に不安のない金属酸化物を電極
材料に用いるのが好ましい。マ
ンガン酸化物（MnO2、静電容量
480 F/g）、酸化ニッケル（NiO、
静電容量 300 F/g）などの金属酸
化物系材料も比較的高い静電容量
密度を示すことが報告されている
が、まだルテニウム酸化物を超え
るものは見出されていない。金属
酸化物電極を用いたキャパシタに
は共通して、電気量に対する電圧
の充放電速度による変動や、電極
の耐久性不足などの課題がある。
　金属酸化物と炭素系材料の組み
合わせ技術としては、チタン酸
リチウム（Li4Ti5O12）ナノ結晶粒
子（5～20 nm）を高分散させて
ナノカーボン（CNF、CNT）と
複合化した負極を用いて、EDLC
のエネルギー密度の約 3 倍に高
めた LIC の報告例がある。図表
9 は Li4Ti5O12 ナノ結晶粒子分散
ナノカーボン負極と活性炭正極か
ら構成される LIC の特性と、そ
の負極材料の高分解能透過電子顕
微鏡像である26）。ナノカーボンで
負極における電子電導度を向上さ
せて、Li4Ti5O12 ナノ結晶粒子分
散負極を用いることで静電容量を
増大させ、負極電位が約 1.6 V で
かつ平坦であることより高エネル
ギー密度化が可能となっている。
Li4Ti5O12 を採用すると負極への
リチウムイオンのプレドーピング
が不要であり、また電解液分解の
ない電位領域で作動することによ
り LIC の安全性も確保される。
（3）高分子系材料
　高分子系材料をキャパシタの電
極材料にすると、広い電位範囲で
の可逆的な酸化還元により大量の
参考文献25）の掲載図表を科学技術動向研究センターにて再構成
図表 8　イオンの多量な吸着を狙いとしたグラフェン層間に CNT を配した電極
の模式図
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参考文献26）の掲載図表を科学技術動向研究センターにて再構成
図表 9　Li4Ti5O12 ナノ結晶粒子分散ナノカーボン負極と活性炭正極から構成される LIC の特性と
その負極材料の高分解能透過電子顕微鏡像
電荷を貯蔵・放出することによっ
て、大きな静電容量が達成される
という期待ができる。水素イオン
を溶媒中で駆動するポリアニリ
ン・ジアミノアントラキノン・サ
イクリックインドールトリマーな
どや、非水系電解液で駆動するポ
リフルオロフェニルチオフェン・
ポリメチルチオフェンなどがあ
る。これらの高分子系電極材料を
用いると、活性炭電極の数倍とな
る 200～300 F/g の静電容量密度
が得られる11）。しかし、金属酸化
物系材料と比べると、これらの静
電容量は相当に低い。さらに、充
放電繰返しに連れて、過酸化や加
水分解による劣化、静電容量密度
の低下が課題となっている。
　組み合わせの例としては、正極
にポリピロール・ポリチオフェ
ン・ポリアニリンといった導電
性高分子膜を採用して、負極に
はリチウムイオンをプレドーピン
グした炭素系材料、電解液は既
存の EDLC と同様な 4 フッ化ホ
ウ素イオン（BF4−）を含む有機
溶媒で構成される LIC の試作例
がある。この LIC では、現状の
LIB のエネルギー密度に迫る 60
～80 kWh/kg が 得 ら れ、7 kW/
kg の高出力密度が達成されてい
る20、21）。図表 10 に導電性高分子
膜を用いた正極における負イオン
の吸着メカニズムを充電時につい
て模式的に示す。セルの静電容量
は正極と負極のそれぞれの静電容
量の逆数の和の逆数で表されるか
ら ､ それぞれの静電容量を高めれ
ばエネルギー密度も高まる。この
LIC では、リチウムイオンのプレ
ドーピングで負極の静電容量を高
めていることに加えて、電導性高
分子を採用することで正極の静電
容量も高めている。正極として、
集電体のアルミニウム箔（厚さ約
30μm）の表面にち密な導電性高
分子膜（膜厚約 50μm、高分子
直径約 0.5 nm）が電解重合法に
より形成されている。膜の内部に
まで三次元的に BF4−イオンが多
量に入り込んで吸着されているた
め ､ 高い静電容量が得られる。導
電性高分子を電極に用いても、電
極での電子電導抵抗を小さくで
き、かつ急速充放電や長期間の充
放電繰返しによる劣化を小さく
できるのであれば、このタイプの
LIC は自動車駆動用電源としての
可能性を有しているといえる。
5-2
電解質材料の研究開発
　電解質材料においては、図表 5
で示したように、キャパシタの高
エネルギー密度化の内、高速充放
電を保持しながら、主にセルの高作
動電圧化のための高耐電圧を目的
として研究開発が進められている。
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参考文献20）の掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 10　導電性高分子膜を用いた正極における負イオンの吸着メカニズム（充電時）
（1）イオン性液体電解質材料
　イオン性液体は陰イオンと陽イ
オンがイオン結合状態で存在する
液体塩で、溶媒を含んでいないの
に液体の性状をもつ。これらに
は、有機物系と無機物系のものが
あり、難燃性・不揮発性・高イオ
ン伝導性（10−3～10−4 s/cm）な
どの特徴がある。イオン性液体を
用いた EDLC では、電解液漏れ
による発火防止ができ、安全性が
高い。代表的な有機化合物塩で
あるイオン性液体には、陽イオン
成分としてのイミダゾリウム塩
系・ピリジニウム塩系・脂肪族
四級アンモニウム塩系材料など
がある。また、陰イオン成分とし
ては BF4−や 6 フッ化リンイオン
（PF6−）などの無機イオン系材料
やフッ素含有有機陰イオン系材料
（CF3SO3−や (CF3SO2)2N−など）が
知られている。常温イオン液体は
結晶化しにくい構造を持ってお
り、安定化エネルギーが小さいた
め、常温でも液体のままで存在す
る。イオン性液体は広い電位窓
（約 6.0 V）を有し、電気化学的に
安定であり、これを EDLC に用
いることで作動電圧範囲を広げる
ことができる。イオン性液体を電
解質に用いて、セルの作動電圧を
3.0 V へ広げ、さらに内部抵抗を低
く抑えることに成功している3、17）。
　イオン性液体の欠点としては、
融点が通常の塩よりは低いものの
常温でも有機溶媒電解液より粘度
が高く、高速充放電に不利なこ
と、さらに、低温下ではイオン伝
導度が低くて還元反応による変質
を受けやすいことなどが挙げられ
る。また、イオン液体は結晶化し
にくいため、嵩密度の高い塩にな
り易い。イオンの解離度を確保す
るにはある程度の大きさのイオン
径が良いが、大きすぎると電極の
細孔内に浸透して電気二重層を形
成することができない。よって、
イオン液体のイオンサイズに適合
する細孔を持つ電極との組み合わ
せが必要となる。現在のところ、
イオン液体に有機溶媒を加えた有
機溶媒電解液が用いられている。
しかし、可燃性の溶媒を使うと、
イオン液体本来の不燃性が損なわ
れる。溶媒などの添加を必要とせ
ず、高速の充放電が可能になる材
料が必要である3、17）。
（2）固体電解質材料
　電解質材料に液体を用いなけれ
ば、液漏れの心配がなく、耐久
性・安全性の高い蓄電システムと
することができる。しかし、キャ
パシタとしては、高イオン伝導性
を確保して、急速な充放電を維持
しなければいけない。このような
観点から、固体系電解質材料と
して、高分子材料、電解質塩およ
び可塑剤としての溶媒の組成から
なるゲル系材料がある。LIB 用に
は、ポリエチレンオキサイド系高
分子に電解質塩を混合させた高分
子系固体電解質、最近では、ジス
ルホン酸エステル系の高分子ゲル
材料が研究されており、これらを
キャパシタにも用いることが検討
されている。ゲル系電解質の強度
を適度に確保できると、この電解
質は電極間のセパレータとしての
役割も兼ねることもできる。その
結果、電解質領域を薄くして多数
のセルによる直列構造にすること
により、高電圧でもコンパクトな
大規模キャパシタが構成できる。
その他にも、無機物系材料の固体
電解質にはリチウムイオンが高速
に移動するものもある8）。しかし、
キャパシタでは、陰イオンおよび陽
イオンの両方を電解質中で移動さ
せる必要があり、無機物系固体電解
質には本質的ハードルがある11、27）。
5-3
メカニズム解明の研究
　長期的に見ると、LIC の高エネ
ルギー密度化には、研究開発途上
にある、飛躍的な高出力・大エネ
ルギー容量の LIB に関わる電極
および電解質材料技術の導入が
効果的と考えられる。電極材料
では、高電位で大静電容量を有す
る正極材料としては層状酸化物系
材料・フッ化オリビン系材料・ケ
イ酸塩系材料・硫黄系材料など
が、また、低電位で大静電容量の
負極材料としては硫化物系材料・
シリコン系材料・リチウム金属系
材料などが注目されている8）。こ
れらの電極材料では、イオンが電
極材料の内部に入り込むインター
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カレーション反応を解析し、それ
を参考にナノスケールでの構造制
御を電極材料で行うことが有効で
あろう ｡ 一方、電解質には、イオ
ンを多量に含有して高速に伝導で
き、イオンの解離度が低下する濃
度ができるだけ高濃度側にあるも
のが求められる。また、電解質を
溶解する溶媒にはイオンを解離さ
せやすい性質や，電気化学的に酸
化還元を受けにくい性質などが必
要とされる。
　キャパシタのエネルギー密度を
LIB 並みにするには、セル構成材
料の構造解析や、組成分析に基づ
く電気化学的解析・評価などによ
る電荷蓄積メカニズムのさらなる
解明が近道と考えられる8）。この
ようなキャパシタの構成材料に関
するプロジェクトを大学などで推
進し、それらの成果を民間での研
究開発にも継続展開することが有
効と考えられる。
6-1
米国・中国・韓国における
キャパシタの研究開発と
事業化の状況
　米国では、エネルギー省の 4 つ
の国立研究所と 13 の企業が共同
で、1992 年 か ら「Ultracapacitor 
プログラム」を積極的に進めてい
た。目標未達のままにこのプログ
ラムは 1998 年で終了された。そ
の後、キャパシタ技術に関しては
連邦政府などからの大型予算は組
まれていないが、規模の小さい研
究開発はエネルギー省の支援によ
り実施されている。しかし、大学
や国立研究機関の研究者らによる
キャパシタの電極材料などに関す
る論文は増加している。企業では、
さらに大エネルギー容量のキャパ
シタが注目を浴びるようになって
きている。自動車用以外にも、医
療用途などの高い信頼性が要求さ
れる、小型高出力電源を補完する
補助電源などに重要な技術として
関心が高い。電極にマンガン酸リ
チウム（LiMn2O4）を用いた LIC
が量産されている22、28）。
　中国では、キャパシタ（100 kWh
程度）を搭載したバスが、上海の
公共交通路線網に 2006 年から導
入されている。充電ポイントは各
バス停に配備されており、乗客の
乗降所要時間内の充電だけでバス
の走行ができるようになっている
（約 4 km 走行 /1 回の充電、充電
時間約 30 秒）。2010 年の上海万
博では会場内走行用にキャパシ
タ搭載バスが採用された実績もあ
る。これらはキャパシタ利用の大
規模な実証試験ともいえる。これ
らのキャパシタは中国企業で製造
されたものであるが、車両用キャ
パシタを生産する米国企業など
から技術が導入された28、29）。太陽
光発電における出力変動をキャパ
シタで吸収する目的で、100 kWh
級の EDLC を設置した日本と中国
の共同プロジェクトの例がある30）。
　韓国では、政府の後押しのも
とで主に産業界が蓄電システム
の研究開発の中心を担っている。
2004 年 か ら 2009 年 ま で の 国 家
プロジェクトにおいて、高容量
型 LIB と共に EDLC の開発が行
われてきた ｡ また、「低炭素緑色
成長基本法」が施行され、韓国
版「グリーンニューディール」政
策が 2009 年に発動され、さらに
2008 年末に「科学技術基本計画
（577 イニシアティブ）」が策定さ
れて ､ 重点領域「グローバルイ
シュー関連研究開発推進 ｣ の重点
育成技術の一つとして「次世代電
池 ･ エネルギー保存転換技術」が
指定されている31）。このような中
で、2005 年から 5 年間の期間で、
年間約 4 億円規模の HV 用大エネ
ルギー容量キャパシタの研究開発
プロジェクトが産官学研究機関に
よって推進された。政府の補助や
ベンチャーキャピタルの支援も受
けやすい体制が整っている。韓国
でも、すでに大容量の LIC を生
産している企業がある22、28）。こ
のように見ると、米国・韓国など
では 2000 年代の研究開発が一段
落着いたところと考えることがで
きる。
6-2
日本におけるキャパシタの
事業化と研究開発の状況
　1978 年に初めて日本企業によ
りコイン型の EDLC が商品化さ
れて以来、日本の産業界は市場を
リードしてきた。現在は、日本・
米国・韓国・台湾の企業で、世界
の EDLC 生産高の約 70％を占め
る。東日本大震災後は、EDLC を
用いた災害用の LED ランプなど
の需要が高まり、韓国・中国か
ら日本への EDLC 製品の輸入が
急増している。近年では、超小型
EDLC の高機能モバイル機器への
採用も拡大している。一方、複合
型の LIC は日本を中心に 2009 年
頃から実用化され、種々の容量の
キャパシタがモバイル機器・家電
機器・搬送ロボットなどに採用さ
れている。ここの数年は、EDLC
も LIC も供給が不足している状
況にあり、各企業とも増産してい
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る。一方、これまではユーザーで
あった企業が自ら生産を開始する
ことも発表されている。また、従
来からのコンデンサメーカー以外
の企業が相次いで参入している22）。
　キャパシタをエネルギーシステ
ム用途に用いる最初の取り組みと
して、1997 年～2000 年に実施さ
れた「負荷平準化新手法実証調
査」というプロジェクトでは、太
陽光発電出力平準化用の蓄電シス
テムの研究開発が行われた。2000
年以降は、「エネルギー使用合理
化技術戦略的開発」などの枠組み
の中で、主として HV への適用を
目指した開発が継続的に行われ、
乗用車やバスの HV 向けの蓄電シ
ステムが試作された1）。その後も、
様々な産業技術研究助成事業など
において、キャパシタに関する研
究開発がこれまで継続されてきた。
　「第 4 期科学技術基本計画」に
おけるグリーンイノベーションの
具体的重要課題として、分散型エ
ネルギー供給システムの革新を狙
いに、蓄電池・充電インフラなど
の研究開発を含めて次世代自動車
に用いられる蓄電池などによる電
力制御の開発・普及を目指す、エ
ネルギー利用の高効率化推進が設
定されている32）。経済産業省・産
業構造審議会産業技術分科会でま
とめられた提言の中では、世界に
先駆けて成長と環境調和が両立し
た社会を構築するため、これまで
の技術の延長線上にない技術革新
を起こす「電池革命」によって分
散型電源社会を目指すべきとされ
た33）。キャパシタも、この「電池
革命」の一部を担うものとして推
進されるべきといえよう。
　各種キャパシタのうち、大エネ
ルギー容量化に対しては EDLC
と二次電池のハイブリッド構造の
セルから成る LIC が最も有望な
キャパシタ候補である。しかし、
LIC の特徴を十分発揮し得るもの
はまだ開発されていない。ほとん
どの試作セルのエネルギー密度の
いっそうの向上を図る必要がある。
　使用環境が最も苛酷な自動車の
駆動電源分野でキャパシタを大幅
に普及させることができれば、エ
ネルギー貯蔵・電力平準化・エネ
ルギー回生などでの他分野への波
及効果が大きく、エネルギーの有
効利用と CO2 低減がよりいっそ
う促進されるといえる。東日本大
震災後の電力不足に伴う計画停電
を経験し、多くの電力需要者が
ピーク時間帯の電力削減や非常用
電源の確保に蓄電システムを活用
する必要性を感じている。再生可
能エネルギーシステムにおける出
力変動・需給バランスの調整や、
スマートグリッドの構築への蓄
電システムの応用も拡大しつつあ
り、これらの蓄電システムの選択
肢の一つとしてキャパシタの研究
開発に弾みがつくと考えられる。
　キャパシタを製造している企業
のほとんどはアジアにあり、日本
企業も数多い。小規模ながらキャ
パシタを製造販売する企業が増加
しつつある。今後とも日本企業の
優位性を確保しつつキャパシタの
普及拡大をしていくには、低コス
ト化と高エネルギー密度化および
信頼性向上が不可欠である。
　現状の EDLC や LIC には、シ
ステムコストが二次電池よりも高
いという課題もある34）。ただし、
蓄電容量当たりのキャパシタのシ
ステムコストは、充放電繰返し寿
命も加味して評価すると、二次電
池より大幅に安くなる。電極に使
用される高価なレアメタルを全く
使用しないことも考えていくべき
であり、今後はセル構成材料のコ
ストを大きく削減していく研究開
発も必要である。将来は、省スペー
ス・低重量で低コストとなるキャ
パシタの実現が期待でき、二次電
池の普及と共にキャパシタも飛躍
的に普及する可能性がある。その
結果として、大幅な CO2 低減が
可能となる。
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科学技術動向研究
緊縮財政下における米国の科学技術政策：
2012年AAAS科学技術政策年次フォーラム報告
　全米科学振興協会（American 
Association for the Advancement 
of Science：AAAS）は、毎年、4
遠藤　悟
客員研究官
月または 5 月の時期に、ワシン
トン DC において AAAS 科学技
術政策年次フォーラム（AAAS 
Forum on Science and Technology 
Policy）を開催している1）。この
フォーラムは、科学技術政策関
図表 1　フォーラムの日程
　2 日間にわたり開催されたフォーラムの日程は、以下のとおりである。
【全体セッション】
・2013 年度研究開発予算における予算的および政策的枠組み（Budgetary And Policy Context For 
R&D in FY 2013）
・W. Carey レクチャー：想像がもたらす豪胆な力（The William D. Carey Lecture：An Audacity of 
Imagination）
・明るさが見えない予算への対応（Coping with Bleak Budgets）
・国際的傾向：未来への長期的展望とそこにおける米国の科学技術の地位（International Trends：A 
Long-Term View of the Future and Science & Technology’s Place In It）
・米国は、雇用と経済回復への道を革新できるか（Can the U.S. Innovate Its Way to Jobs and Economic 
Recovery?）
【パラレルセッション】
・投票者は問題を実際にはどのように捉えるか（How Voters Actually Think About Issues）
・スタートアップ技術企業：資金面および政策面の課題（Start-up Tech Firms：Funding and Policy 
Challenges）
・連邦政府予算プロセスは、なぜ、また、どのように改善されなければならないか（Why-and How-the 
Federal Budget Process Must Be Reformed）
・人々が研究対象となる時：倫理面および政策面の課題（When People are Research Subjects：Ethical 
and Policy Questions）
・緊縮予算時代における研究開発評価（R&D Evaluation During Tight Budget Times）
・危険性の高い科学における規制とコミュニケーション：鳥インフルエンザをケーススタディとして
（Regulation and Communication of Risky Science: The Bird-Flu Papers as a Case Study）
【朝食・昼食のスピーチ】
・4 月 26 日の昼食、27 日の朝食、昼食において、それぞれ、STEM 教育・国立衛生研究所（NIH）予算・
科学と外交をテーマとしたスピーチが行われた。
科学技術動向研究センターにて作成
1 はじめに
科 学 技 術 動 向　2012年 7・8月号
32
　2009 年にはじまるオバマ政権
の科学技術政策を一言で現すこと
は困難であるが、大きく分けて、
前政権（ブッシュ政権）期に開始
した政策を継承したものと、前政
権の政策とは異なる理念や目的に
基づき新たに開始したものの二つ
として考えることは、理解の助け
になると思われる。前者について
は、基礎研究の強化を含む、一連
の競争力強化に関する施策などの
例を挙げることができる。
　後者の、オバマ政権が新たに開
始した政策の特徴は、大統領自身
が就任当日に発表した「透明性お
よびオープンガバメント（Trans-
parency and Open Government）
に関する覚書」に見ることができ
る。同覚書はオバマ政権の行政に
関する方針を示したものである
が、「政府は透明性を持つべき」、
「政府は参加型であるべき」、「政
府は協働的であるべき」の三つの
基本的な考え方が記されている2）。
このうち「政府は参加型であるべ
き」の考え方は、人々が政府の情
報を共有し政策形成に参画するこ
とにより、行政を改善させようと
する取り組みである。この人々の
参画を促すことにより政策の効果
を高めようとする具体的試みは、
オバマ政権のもとでの科学技術政
策においても幅広く見ることがで
きる。
　オバマ政権が重点的に推進しよ
うとしてきた科学技術政策は、雇
用創出を含む経済的効果を高める
政策、政権の医療保険改革と関連
した生命科学研究政策、クリーン
エネルギー開発を含む環境および
持続可能性に関連する政策、そし
て安全の向上に関する政策などが
ある。これらには共通して、政策
の包括的な枠組みの中に、大学や
民間企業、さらには一般の人々を
より積極的に参画させることによ
り、大きな政策効果をもたらそう
という試みが含まれている。
　例えば、オバマ政権が進める
「先進製造パートナーシップ（Ad-
vanced Manufacturing Partner-
ship）」は、連邦政府の商務省・国
防省・エネルギー省が主導的な役
割を果たす一方、並行して大学や
産業界が行うべき取り組みが示さ
れている。また、連邦政府は、基
礎研究や実用化に向けた橋渡しの
ための研究への支援と同時に、公
的部門と民間部門の協力を促すた
めの税制措置を含む投資促進の
ための政策、科学技術工学数学
（STEM）教育を含む人材育成の
ための政策とをセットとして提示
し、連邦政府以外のステークホル
ダーもそれぞれの政策に応じた活
動を行うべきことを明らかにして
いる。
　オバマ政権の科学技術政策のも
うひとつの特徴は、ひとつの理念
のもとで、多様な連邦政府の施策
を包含することによりイニシアチ
ブを形成しようとしていること
である。例えば「先進製造パート
ナーシップ」では、国家安全保障
産業における製造能力、マテリア
係者が集う全国的な会合として、
1976 年に AAAS R&D Colloquium
として第 1 回が開催されたもの
で、その後 AAAS Colloquium on 
Science and Technology Policy
との名称を経て、現在の名称とな
り、今回で第 37 回を数える。
　2012 年のフォーラムは、4 月
26 日～27 日の 2 日間にわたり開
催された。その構成は、大統領科
学顧問による基調講演、大統領予
算案の分析や予算に関する論議、
そして、最近の科学技術政策の
テーマによる分科会、さらに、科
学技術と経済や社会との関係も含
めた幅広いテーマについての全体
セッション等から成っており、配
布資料によると、大学、連邦政府
機関、非営利機関、民間企業、海
外機関等から 400 人余りの参加が
あった。
　政治の町であるワシントン DC
においては、様々な産業を代表す
る団体などにより、産業利益実現
などのための、アドボカシーを目
的とした会合が多く開催されてい
る。本フォーラムも当初は科学技
術コミュニティのための責任ある
アドボカシーを通した政策形成へ
の貢献を目的として開始された。
しかし、近年は、幅広い科学技術
コミュニティが、予算をはじめ、
様々な政策課題についての理解を
共有することを目的とした場とし
ての性格が強くなってきた。今回
のフォーラムで取り上げられた話
題も、大統領予算案に加え、競争
力・評価・国際関係・科学技術工
学数学（STEM）教育など、様々
なものとなっている。
　特に近年は、米国の財政が極め
て厳しいという状況があり、2013
年度連邦政府予算の見通しも明る
くない。したがって、議会に対し
て予算増の声を上げることより
も、限られた連邦政府資金の中で、
どのように科学技術の価値を高め
るかということを、アカデミック
コミュニティが自らに問うべきで
あるという意識が、参加者の間で
共有されていたように思われた。
　本稿では、オバマ政権の科学技
術政策や大学の研究教育活動の課
題等について、現在の緊縮財政
などの背景を踏まえながら、本
フォーラムを総括して述べる。
2 オバマ政権の科学技術政策
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ルゲノムイニシアチブ（生命科学
の「ゲノム」の喩えを用いて命名
されたマテリアル研究開発のイニ
シアチブ）、次世代ロボティクス、
高エネルギー効率製造プロセス等
の異なる目標を、「先進製造」と
いう理念で括り、ひとつのイニシ
アチブとして成立させている。こ
れらの具体的な施策には、多くの
省・機関による既存の事業を含む
連邦政府研究開発支援プログラム
として行われるものに加え、大学
間、あるいは大学と民間企業の間
の研究開発協力の促進や大企業に
よる小企業に対する技術開発支援
などが行われるための制度設計が
含まれている。
　このような連邦政府の財政支出
に加えて、大学や民間企業等の非
政府間の協力を促す施策が行われ
る背景には、米国の厳しい財政事
情がある。特に 2013 年度は厳し
い緊縮予算が組まれており、大学
や連邦政府の自発的な取り組みへ
の期待は、連邦政府による財政支
出を通した新たな事業の推進が困
難になりつつあることの裏返しと
言うこともできる。
　今回のフォーラムにおいては、
John P. Holdren 大統領科学技術
顧問・大統領府科学技術政策局長
が基調講演として、このオバマ政
権の科学技術政策について報告を
行った。同顧問は冒頭で、予算教
書の個々の数字については敢えて
触れないとしたうえで、研究への
投資は削減すべき対象ではないと
いうオバマ政権の理念を示し、推
進する具体的なイニシアチブと
して、「先進製造」、「地球変動」、
「ビッグデータ」、「バイオエコノ
ミー」、「STEM 教育」などにつ
いて述べた（図表 2）。
　Holdren 顧問は、これらのイニ
シアチブを説明したうえで、科学
技術がオバマ大統領の政策全体の
中でも中心に位置するものである
として講演を締めくくった。
　同顧問の講演に引き続き、モデ
レーターの Alan Leshner 全米科
学振興協会 CEO との対話形式に
より、特定のイニシアチブの掘り
下げや会場との質疑が行われた。
2013 年度大統領予算案は、後述
するように前年に成立した予算
管理法（Budget Control Act）等
により全般に厳しいものとなって
おり、この点に関する質問もフ
ロアから出された。これに対して
Holdren 顧問は、科学技術関係予
算が他の裁量予算を上回っている
が、それでも厳しい状況であるこ
とを認める回答をした。また、連
邦政府が国際的な科学技術協力を
推進することの意味、科学コミュ
ニティが行政に貢献できること、
STEM 教育に対する連邦政府の
取り組み等も議論になった。これ
らの質疑における Holdren 顧問
とフロアとのやり取りでは、厳し
い予算案が提示されたにも関わら
ず、オバマ政権の科学技術重視の
姿勢や同政権が推進するイニシア
チブに理解を示す発言が多く見ら
れた。
図表 2　オバマ政権の科学技術政策
　Holdren 大統領科学顧問の基調講演において言及された、オバマ政権のイニシアチブの概略は次のと
おりである。
○先進製造パートナーシップ（Advanced Manufacturing Partnership）3）
　2011 年 6 月にオバマ大統領により発表された、産業界、大学、連邦政府の協力により、製造業にお
ける質の高い人材の雇用を創出させるとともに、国際競争力を高めることを目的とした事業である。
また、情報技術・バイオテクノロジー・ナノテクノロジーなどの急激に発展する技術に対する投資を
行う。
　オバマ大統領の発表においては、連邦政府の取り組みとして、1）重要な国家安全保障産業におけ
る国内製造能力の構築、2）先進マテリアルの開発・利用までの時間短縮、3）次世代ロボティクス開発
における主導的地位の確立のための投資、4）革新的なエネルギー効率性の高い製造プロセスの開発、
が挙げられている。新たな具体的取り組みとしては、国防高等研究計画局（DARPA）における新た
なアプローチ、MIT などの大学による複数大学の教育実践や産学連携、商務省の先進製造技術コンソー
シアム、Proctor & Gamble 社による中小企業向けソフトウェアの無償提供、エネルギー省と企業の
協力による次世代製造人材の育成、国防省の国内製造技術投資など、大学や民間企業も含めた各ステー
クホルダーが行うべき取り組みが挙げられている。
　なお、本パートナーシップの理念的な背景や具体的は施策提言については、大統領科学技術諮問委
員会（President's Council of Advisors on Science and Technology- PCAST）および大統領イノベー
ション・技術諮問委員会（President's Innovation and Technology Advisory Committee- PITAC）に
より作成された、「米国の先進製造のリーダーシップを確かなものとするための大統領宛の報告書
（Report to the President on Ensuring American Leadership in Advanced Manufacturing）」において
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示されている。また、連邦政府による具体的な実施計画については、米国科学技術会議（NSTC）が
2012 年 2 月に提出した「A National Strategic Plan for Advanced Manufacturing」に取りまとめられ
ている。
○地球変動（Global Change）
　米国政府は、地球規模の気候などの変動に対応した研究プログラムとして、「米国地球変動研究プ
ログラム（U.S. Global Change Research Program：USGCRP）」4）を実施している。このプログラムは、
1989 年に開始された、研究・教育・コミュニケーションおよび政策決定支援に関する調整・統合され
たプログラムで、気候変動と地球変動に関する情報を提供する知識基盤を構築することを目的として、
現在、13 の連邦政府省・機関により実施されている。オバマ政権下においては、前政権における予算
削減傾向から転じて増加の傾向となっている。2013 年度予算案では、2012-2021 年度を対象とした新
たな戦略計画に基づいて、1）科学の前進、2）政策決定への情報提供、3）継続的な評価の実施、4）
コミュニケーションと教育の実施、の 4 つの目標に沿った予算が組まれている。
○ビッグデータ（Big Data）5）
　「ビッグデータ研究開発イニシアチブ（Big Data Research and Development Initiative）」は、情報
技術の発展により得られた能力を、科学的発見・環境および生命医学研究・教育・国家安全保障の向
上に向けて変容させることを目的として、2012 年 3 月に創設された。1）大量のデータを収集し、保存・
管理・分析・共有するために必要な最先端の革新的技術を前進させる、2）それらの技術を科学工学
における発見・国家安全保障の強化・教育と学習の変容（transform）を加速化させるために利用する、
3）ビッグデータ技術の開発と利用に必要な労働力を増強する、といった内容を目的としている。
　本イニシアチブは、大統領科学技術諮問委員会（PCAST）の提言に基づき実施されるもので、大
統領府にビッグデータ上級運営グループ（Senior Steering Group on Big Data）を設置し、政府全体
の調整にあたらせ、NSF・NIH・国防省・エネルギー省・米国地質調査所の各機関で各プログラムを
実施する。
○バイオエコノミー（Bioeconomy）6）
　オバマ政権におけるイノベーションと経済成長の動因としての生命科学研究を強化するための一連
の取り組みである。その内容は、2012 年 4 月に発表された「全米バイオエコノミー青写真（National 
Bioeconomy Blueprint）」に記載されているが、そこに示された 5 つの戦略目標は以下のとおりである。
1．未来の米国のバイオエコノミーに基盤を提供する研究開発投資を支援する。
2．トランスレーショナル科学とレギュラトリーな科学に焦点を絞ることを含め、生物に関する発明
における研究室から市場への移転を進める。
3．人の健康および環境の健全性を保護しつつ、障壁を低下させ、規制的手順の速度を速めるととも
に予測可能性を高め、また、費用を低減させることを目的として、規制について開発・改善する。
4．全国的な労働力ニーズに対応する学生向けトレーニングプログラムを最新の状態とし、大学のイ
ンセンティブに合わせる。
5．競争者が、成功と失敗を通して学ぶ資源、知識、専門性をプールすることのできる、公的部門と
民間部門の間の連携および競争前段階の協力関係が発展する機会を明らかにし支援を行う。
○ STEM 教育（文中（図表 4）に後述）
科学技術動向研究センターにて作成
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億ドル（1.4%）増の 1408 億ドル、
また、基礎研究と応用研究予算の
額は、2.7% 増の 653 億ドルとなっ
ており、裁量予算の中では手厚い
配分となっている7）。このことは、
オバマ政権が科学技術を重視して
いることの表れとも言え、フォー
ラム参加者の間にもむしろ安堵の
気持ちが見られ、更なる増額を期
待する声は聞かれなかった。
　とは言っても、研究開発の現場
においては、例えば大学における
州からの補助金の削減、米国再
生・再投資法により拡大した研究
活動を維持するために必要な支出
など、様々な財政上の問題が発生
している。さらに、2013 年度予
算についても、議会における審
議は予断を許さない状況にある。
フォーラム参加者の関心は、国全
体が連邦政府の支援の増加が望め
ない厳しい財政状況下にあって、
どのように研究開発活動を向上さ
せ、成果を上げることができるか
といった点に向けられた。
3-2
2013 年度予算案に関して
3–2–1　研究開発予算案の概略
　本フォーラムの「2013 年度研究
開発予算における予算的および政
策的枠組み」のセッションにおい
ては、Matthew Hourihan AAAS
研究開発予算分析プログラム長が、
連邦政府 2013 年度予算案の概略
について説明を行った。Hourihan
プログラム長は、大統領予算教
書において示された予算案（図
表 3）について、概ね本フォーラ
ム参加者に配布された「AAAS 
Report XXXVII： Research and 
Development FY 2013」に沿った
3-1
オバマ政権期の
連邦政府予算と
フォーラム参加者の関心
　2013 年度大統領予算案に関す
るセッションの報告を行う前に、
近年の米国の科学技術予算の推移
について簡単に触れる。連邦政府
研究開発予算は、前政権（ブッシュ
政権）期においては全般的に国防
開発予算が重視され、基礎研究予
算に関する新たな展開は同政権の
第二期の後半において競争力強化
に向けた予算増の動きが見られた
程度であった。これに対し、オバ
マ政権においては、国防開発予算
については一貫した削減傾向が示
され、一方で、基礎研究予算につ
いては、比較的手厚い配分が行わ
れている。また、リーマンショッ
クに端を発した金融危機への対
応として 2009 年 2 月に成立した
米国再生・再投資法（American 
Recovery and Reinvestment Act 
of 2009）に基づく予算措置にお
い て、NIH に 104 億 ド ル、NSF
に 30 億ドル、エネルギー省科学
室に 16 億ドル配分され、研究関
連に多額の予算が配分されてきた
といえる。
　その後、欧州の国々が財政危機
に陥り、各国政府が財政規律遵守
に取り組もうとする流れの中で、
米国でも、予算管理法（Budget 
Control Act）が制定されるなど
の対応が行われた。その結果、
2013 年度大統領予算案における
裁量予算の額は大幅な削減とな
り、多くの事業が縮小せざるを得
ない状況となっている。しかしな
がら、このような状況においても
研究開発予算額は対前年度比 20
形で説明を行った8）。特に支出上限
（spending cap）と一括削減（across 
the board cut）の状況を説明し、
今後、予算が強制的に削減される
こと（sequestration）の可能性に
ついても言及した。
　ま た、Lamar Smith 下 院 議 員
は、個々の予算には触れず、いく
つかの科学技術関連の立法プロセ
スについて講演した。具体的には、
知的財産法やサイバー法を例とし
て立法手続きが現実に十分に対応
できないことによる悪影響につい
て説明した。また、宇宙関係につ
いて、乗員の往還機がロシアのみ
により運用されることを懸念し、
米国の宇宙活動を通して米国の子
供たちの科学への関心を高めるこ
との必要性について言及した。
3–2–2　特に国立保健研究所
（NIH）の予算について
　米国の生物医学関係の研究者
にとって、NIH の予算は極めて
関心が高い。本フォーラムでは、
Sally J. Rockey NIH 外部研究担
当次長が、NIH の 2013 年度予算
は前年度と同程度の水準に留まっ
ているが、緊縮財政においてはむ
しろ感謝すべきとしたうえで、米
国再生・再投資法の影響、研究者
側から見たグラントの獲得状況
と、実質上予算が減少する中で取
り得るグラント配分の手順の改訂
の検討等について説明した。グラ
ント配分の手順の改訂について
は、グラント 1 件あたりの配分額
の縮小、研究代表者ひとり当たり
の採択件数の制限、研究代表者ひ
とりあたりの受領額の制限の設
定、研究代表者の給与額の上限の
設定などの具体的な検討内容が紹
介された。
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る。議会はこれを受けて、歳入・
歳出・財政収支などを含む予算決
議（Budget resolution）を行い、
上限を決める。各歳出予算法案に
ついては、上院・下院それぞれに
おいて、様々な修正のプロセスを
経て審議された後、両院の協議に
基づく一本化した各歳出予算法案
となって大統領に送られ、その署名
により成立する。
　以上が、予算成立までの一般的
なプロセスであるが、以前は、議
会の審議において、議員の関心や
選出選挙区の事情などを背景とし
て予算法案に付加的な言葉が追加
され、予算額も増額される形の修
正が行われることが多かった。し
かし近年は、財政その他の事情を
反映し、円滑な予算審議が困難と
なってきており、会計年度がはじ
まる 10 月 1 日前までに歳出予算
法が成立しないことが通例となっ
てきた。暫定予算では行政の停滞
の可能性などの問題が生じるが、
特に急激な財政悪化を背景とす
る 2013 年度予算では、さらに大
きな問題が生じる懸念がある。本
3-3
緊縮財政と
予算編成プロセス
　予算関連では、前述以外のパラ
レルセッションにおいても、「連
邦政府予算プロセスは、なぜ、ま
た、どのように改善されなければ
ならないか」と「緊縮予算時代に
おける研究開発評価」という二つ
のセッションが設けられた。
　米国における予算編成作業は、
10 月に始まる次の年の会計年度
について、その前年の夏頃から行
政府において予算案を作成するこ
とに始まる。科学技術関係予算に
ついては、行政管理予算局（OMB）
と科学技術政策局（OSTP）の各
長の連名による優先順位の覚書
が、まず連邦政府の省・機関に送
付される。各機関は、この覚書の
方針に基づき、OMB・OSTP と
協議して予算案を作成する。それ
が翌年 2 月に大統領予算案として
取りまとめられ、議会に送付され
フォーラムの「連邦政府予算プロ
セスは、なぜ、また、どのように
改善されなければならないか」の
セッションは、科学技術予算の枠
組みを超え、このような予算制度
の本質的な問題を取り扱ったもの
であった。
　Alice M. Rivlin ブルッキングス
研究所経済研究部門上級フェロー
は、起業促進、イノベーション創
出といった重要課題の予算でも、
立法過程において多くの障害が存
在すると指摘し、また、老年層人
口の拡大などを背景とした医療・
社会保障関連が財政的に重荷にな
るとともに、政策課題が審議の過
程において収斂せずに、二極分化
（polarization）しやすい状況があ
ることを指摘した。さらに、歳出
予算の決定プロセスが以前に比べ
複雑化していることから、簡略で
透明性のあるプロセスにすること
や、予算サイクルを 2 年間とし歳
入・歳出に長期的見通しを持たせ
ることなど、実現は困難であるに
しても、改善に向け検討を行うべ
きことについても言及した。
図表 3　2013 年度大統領予算案の特徴
　全米科学振興協会（AAAS）は、大統領府、各省・機関が発表する資料や議会の審議情報等をもとに、
毎年度の研究開発予算に関する情報を随時提供している。以下は、「AAAS Report XXXVII, Research 
& Development FY 2013」の予算案のハイライトとして掲載された項目である注）。
・2013 年度予算案における連邦政府研究開発予算の額は、1422 億ドルで、2012 年度に比べ、1.2%（17
億ドル）の増である。
・連邦政府の基礎研究および応用研究に対する支援額は、2.7% 増（653 億ドル）である。
・連邦政府の開発支出は、1.7% 減（741 億ドル）である。
・「大統領科学・イノベーション計画（President’s Plan for Science and Innovation）」の対象機関（NSF・
NIST・エネルギー省科学室）の予算は増額傾向にある。しかし、その比率は競争力強化法（America 
COMPETES Act）に示された「倍増」に向けたものよりも低い。
・クリーンエネルギーは、2013 年度予算において、研究開発の優先順位に明白に含められている。
・NIH は、前年度は極めて少額の増額であったが、2013 年度はほぼ前年度同額の研究開発予算額である。
・国防省は、基礎研究においてほぼ前年度と同額であるが、他の全ての研究開発項目は、実質上の減少
となっている。
・農務省研究開発投資は、1.5% の減少である。
注　本報告書に記載された金額は、OMB（行政管理予算局）に加え、各省・機関の資料に基づいて取りま
とめられた数字であり、大統領府発表の数字とは若干の差異がある。
科学技術動向研究センターにて作成
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　Maya MacGuineas 責任ある連
邦政府予算委員会会長・新アメリ
カ財団財政政策プログラム長は、
連邦政府予算の課題（threat）は、
財政赤字・低金利という状況認識
のもと、財政の崖（fiscal cliff）に
突き当たる可能性もあるとして、
超党派的な対応の必要性があると
述べた。
　Kenny Kraft ボーイング社歳出
立法部門長は、歳出予算プロセス
と財政赤字という両面の課題につ
いて、手順の改善よりも政治的意
思による解決の期待を述べた。た
だし、同部門長は、しばしば批判
の対象となっている、歳出予算の
立法過程において議員が特定の費
目に予算配分するイヤマークにつ
いては一定の理解を示した。
　このセッションの質疑応答にお
いては、予算効果の測定・政治シ
ステム改革・税制改革、そして国
民・行政府・議会の間の信頼の構
築など、「連邦政府予算プロセス」
というテーマを超えた幅広い内容
の意見の交換が行われた。
3-4
予算編成と研究開発評価
　一方、「緊縮予算時代における
研究開発評価」のセッションは、
予算をテーマとしながらも、前記
の連邦政府議会を中心とした話題
とは異なり、アカデミックコミュ
ニティ側における評価を通した緊
縮予算への対応、という内容で
あった。
　Kaye Husbands Fearing 米国研
究評議会（NRC）全国統計委員
会上級プログラムオフィサーは、
AAAS News Brief, Potential 
Impact of the House Budget of 
Federal R&D （April 8, 2012）9）を
引用し、大統領予算案および議会
の予算決議案に基づく将来の見通
しを述べ、評価を含む政策形成の
枠組みについて説明を行った。具
体的には、規模（予算総額、最適
化された科学技術人材の規模、持
続的に研究が活性化するために
必要な予算規模）、ポートフォリ
オ（分野別・地域別・政府研究機
関内部支出と大学等の外部支出の
別、生物科学と物理科学の関係、
科学技術人材創出に必要な予算）、
実施手順（応用研究の有効性を高
める手順、評価の手順、プログラ
ム・プロジェクトのデモンスト
レーションの手順）、インパクト
（雇用へのインパクト、経済の健
全性、科学技術による起業とイノ
ベーションへのインパクト）、そ
してセレンディピティー促進（リ
スクのある研究やトランスフォー
マティブな研究など）、のそれぞ
れの枠組みについて提示した。ま
た、いくつかの評価のツールや手
法（ネットワーク分析、可視化分
析、科学計量リンケージ等）を挙
げたうえで、これらが適確に使わ
れるよう留意すべきと述べた。
　農務省経済研究サービス資源・
地方経済課資源・環境・科学政策
支部の John L. King は、予算緊縮
時代における研究評価（Research 
Evaluation when Times are Tight）
というテーマにより、①適切な評
価手順を用い、その評価手順を信
頼すべきこと（つまり、研究活動
そのものにおいて評価プロセスが
含まれており、新たなプロセスは、
現行のプロセスにおける課題の比
較などを通して導入されるべきも
のであること）、②研究プログラ
ムの正確な分析を可能な限り強固
なものとすること（ただし、ひと
つの評価パラダイムが全てのプロ
グラムに適用できるものではない
こと、また、最適な削減方法と考
えられるものが必ずしも研究に
とって最も適当な判断とはならな
いかも知れないこと）、の二点に
ついて述べた。しかし、研究に対
する公的投資は、その利益がかな
りの時間を経てから見られること
や、異なる分野においては同じ成
功事例が必ずしも適用できないこ
となどにも触れた。
　Jerome Pischella 在米カナダ大
使館科学技術参事官は、カナダの
研究開発政策について説明した。
同国の 2013 年度予算について、
財政赤字解消のために、幅広い削
減が行われたが、イノベーション
と科学技術予算はこの対象から除
かれていること、研究開発減税に
ついては縮小し、起業・スタート
アップ関連のプログラムの支援を
行うことや、大学に関しては産業
と大学との共同研究のための応用
研究の強化に重点を置いているこ
とが報告された。
　上記の三つの講演を受けての質
疑応答においては、Star Metrics
（連邦政府と大学が共同で行う、
科学研究投資の効果を測定するた
めの取り組み）の実施状況や、そ
の他の科学研究がおよぼす幅広い
インパクトの測定などに関して、
具体的な質問が出された。各講演
者による知見が提供されたが、こ
れらの論議の包括的な結論として
は、科学研究活動に関する評価に
基づく政策決定は、単純な手順に
より行うことのできるものではな
く、個々の状況についての十分な
情報に基づき、注意深く行われる
必要があるということにあった。
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4-1
高等教育財政
　高等教育財政の観点から予算を
テーマとしたセッションも設けら
れた。「明るさが見えない予算へ
の対応」と題されたこのセッショ
ンでは、大学連合（米国大学連盟）、
大学（オクラホマ大学）、州（テ
キサス州）のそれぞれの立場から、
厳しい連邦政府予算への対応に関
する報告があった。
　教育省統計によると米国には、
2 年制を含めると約 4500 の高等
教育機関があるが、研究に重点を
置く大学の数は必ずしも多くな
い。優れた研究大学により構成さ
れる米国大学連盟（Association 
of American Universities）の加盟
大学数は 61 である。また、教育
省の Digest of Education Statistics
により、「非常に高い」、あるいは
「高い」研究活動が行われている
と区分された大学も、200 程度で
ある。これらの大学は、歳入にお
ける連邦政府の研究開発資金の比
率が高く、世界中から能力のある
人材を受け入れ、優れた研究活動
を行っている。このような優れた
研究大学の存在は、米国の競争力
の高さの象徴とも言える10）。
　これら研究大学に対する近年
の連邦政府予算の大きな動きは、
2009 年の米国再生・再投資法に
よる巨額の財政支出であった。こ
の支出により、NIH や NSF など
を通して配分される研究費の額が
一時的に拡大し、大学では施設・
設備を更新し、また、新たに人材
を雇用するなどの研究活動が活発
化した。しかしながら、その後の
連邦政府予算は以前の水準に戻っ
たため、研究規模を拡大させた大
学は、連邦政府の緊縮財政の下で
は研究活動の維持が困難という課
題に直面している。
　また、研究大学に対する州から
の交付金についても削減される傾
向が見られる。教育省統計に基づ
いてまとめられたデータによる
と、州からの交付金の額の上位
100 大学の受領額は 2008 年を境
に減少に転じている11）。
　財政の問題は、研究大学に限ら
ず、多くの高等教育機関に深刻な
影響を与えている。私立大学にお
いてはリーマンショック後の基金
の大幅な目減りが見られた。州立
大学においては、州政府自体の財
政の問題で、州政府からの歳入が
減少している。例えば、本セッ
ションで報告されたオクラホマ大
学の予算を見ると、運営予算総計
は増加傾向が見られるが、州の歳
出予算は、2012 年は微減で、イ
ンフレ調整後の数字で対前年度比
2.2% の減となっている。学生ひ
とりあたりの州の歳出予算では、
名目予算でも減少しており、イン
フレ調整後は 3.6% の減となって
いる。
　州のレベルでの高等教育財政に
ついては、例えばテキサス州にお
ける 2011～2012 年度の予算関係の
数字を見ると、高等教育調整評議
会（Higher Education Coordinating 
Board）を通した学生支援におい
て大きく減額となっているほか、
同州の主要な大学の財務諸表に示
された州政府交付金の額が軒並み
減少している。
　本フォーラムでは、Carrie Wo-
linetz 米国大学連盟の連邦政府
担当副会長補が、NIH を中心に、
特に人材の観点から、2003 年ま
での予算倍増期の予算配分と米国
再生・再投資法による予算配分を
比較した。特に一時的に予算規模
が拡大した後の最近の研究活動の
課題について説明を行った。同副
会長補はまず、「Profzi Scheme」
と呼ばれるグラントを獲得した教
員を頂点として、当該分野の枠の
中で研究成果が生産される構造の
問題について言及した。また、研
究資金の内訳、米国内の人材と海
外人材の比率、テニュア職の獲得
までの年数、研究代表者の平均
年齢、NIH の一般的な研究グラ
ントである R01 を獲得した者の
年齢構成などのデータを紹介し、
NIH 資金による研究活動につい
て概観した。そして予算倍増期間
の結果として得られた教訓とし
て、近年の問題の発生は不可避で
あったこと、人材や財務の面で適
応することに困難が生じたこと、
「アドボカシー疲れ」が生じたこ
と、米国再生・再投資法がチャン
スの再来であるかどうか疑問を
持って捉えられたこと、を挙げた。
予算増は、医学研究への関心の高
まりなどの良い影響をもたらすこ
ととなった反面、研究実施に適し
たマネジメントを行うことを難し
くしたなど、経済効果を重視した
予算配分に伴う問題も生じさせた
と述べた。
　Kelvin K. Droegemeier オクラ
ホマ大学研究担当副学長・教授
は、大学の研究担当副学長職とし
ての立場で報告を行った。連邦政
府予算が緊縮傾向にある中で大学
が採りうる施策としては、教員の
競争的グラント獲得の支援、NSF
や NIH だけではない新たな研究
開発資金獲得機会（例えば、国防
省・国土安全保障省・インテリ
ジェントコミュニティ等）の追求、
大学院だけでなく学部学生に対す
る研究機会の提供、産業界とのリ
ンケージの構築、政治に対する研
究への支援の期待（単独の大学と
4 高等教育機関に対する二つの視点：財政と人材育成
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しては困難）、などがあることを
述べた。
　Raymond Paredes テキサス州
高等教育コミッショナーは、同州
の高等教育の問題について報告を
行った。テキサス州にも総合大学、
医科大学、コミュニティカレッジ
を含む多様な高等教育機関が存在
するが、高等教育に対するファン
ディングが減少する中でも、入学
希望者は増加傾向にあること、ま
た、低所得者層への配慮もあって、
授業料の値上げを解決の手段とす
ることが困難であるといった状況
があることを説明した。しかし、
全ての種類の高等教育機関におい
てイノベーションが必要であると
し、そのための施策として、地域
に根差したテイラーメイドによる
戦略への転換、産業界・大学・公
的部門の協働（人材のパイプライ
ンの形成など）、生産性を触発し
経費を節減する LEAN 手順導入
の奨励などについて説明を行った。
さらに、アウトカムに基づく大学
への資金配分にも言及した。
4-2
人材育成という大学の使命
（特に STEM教育について）
　STEM（科学技術工学数学）教
育は、大統領府科学技術政策室を
はじめとする連邦政府や、科学
アカデミー等の科学技術コミュ
ニティにおいて様々な検討が行
われ、施策が形作られてきた。
STEM 教育の対象機関は、幼稚
園から大学までにわたるが、特に
このフォーラムでは、大学の学部
学生に対する STEM 教育につい
て、多くの参加者が関心を寄せた。
　前述のとおり、優れた研究活動
を行うという意味で、大学院に重
点を置いた研究大学は米国の科学
研究活動の卓越性を象徴している
と言われている。研究大学の大学
院に研究費が集中し、世界中から
優れた人材が集まることによって
その卓越性の構図が形成されると
言われている。その一方で、学部
教育においては、必ずしもこの構
図が当てはまらないとも言われて
いる。海外の優れた科学や工学分
野の人材の多くは大学院から米国
の大学に入学するため、これらの
大学の学部における海外人材の数
は必ずしも多くない。また、大学
により事情は異なるものの、研究
大学において学部教育は大学院に
おける研究活動と切り離され、学
部学生は授業中心の科目履修とな
る傾向が見られる。そこで、この
ような研究大学において、学部教
育を強化し、米国民を高技能労働
者として育成する取り組みを行う
ことが重要であるとの指摘もされ
ている。
　また、研究大学以外の高等教育
機関においては、グラントを獲得
する機会の少なさ等もあって、学
部において研究への関心を高める
ことは、さらに困難である。これ
らに対しては、大統領府科学技術
諮問委員会（PCAST）において
報告書が提出されたほか、ナショ
ナルアカデミーズの構成機関であ
る米国研究評議会（NRC）にお
いても教育の現場に研究の要素を
導入することなどを通した、学部
教育の改善のための検討が行われ
ている12）。
　全般的に STEM 教育の重要性
については多くのフォーラム参加
者が言及したが、S. James Gates, 
Jr. メリーランド大学カレッジ
パーク校教授（PCAST 委員）は、
大統領府を中心とした取り組みに
ついて講演を行った。
　Gates, Jr 教授は、自身が携わっ
た PCAST の二つの報告書（図表
4 参照）を挙げて PCAST の見解
とオバマ政権の STEM 教育の取
り組みを紹介した。特に、学部学
生に対する研究機会の提供や多様
な進路の提示などの具体的な施
策と、大統領 STEM 教育委員会
（Presidential Council on STEM 
Education）を設置する提案につ
いて言及した。
図表 4　科学技術工学数学（STEM）教育
　近年の米国の科学技術関連の政策の中でも最も重要なテーマのひとつが、STEM（Science, Technology, 
Engineering and Mathematics）教育である。大統領府においては、文中の S. James Gates, Jr. 教授の講
演にもあるように、大統領科学技術諮問委員会（PCAST）が 2010 年 9 月に「準備し触発せよ：米国の
未来のための科学技術工学数学における幼稚園―初等中等教育（Prepare and Inspire：K–12 Education 
in Science, Technology, Engineering, and Math（STEM）for America’s Future）」13）を発表し、さらに、
2012 年 2 月には、「優越を目指して取り組め：100 万人の新たな科学技術工学数学の学位を持つ大学学
部卒業生の輩出（Engage to Excel: Producing One Million Additional College Graduates with Degrees 
in Science, Technology, Engineering, and Mathematics）」14）を発表している。
　特に後者の報告書は、4 年制および 2 年制の全ての高等教育機関において、入学後の最初の 2 年間の
学部教育の経験が、その後の学士課程修了、さらには、高技能人材の育成に極めて重要であるとの認識
から、この段階の教育を充実させることを目的として作成されたものである。科学、技術、工学、数学
分野の学生の卒業までの在籍率を高めることなどにより、10 年間でこれらの分野における学部卒業生を
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　BRICs 諸国の台頭と、米国の
相対的な地位の低下への懸念は、
ナショナルアカデミーズが出した
オーガスティンレポートの報告を
典型的な例として、米国の科学技
術コミュニティを含め多くの人々
が語っている。本フォーラムにお
いても、米国の競争的地位に関す
る議論のためのセッションが複数
設けられた。
　「国際的傾向：未来への長期的
展望とそこにおける米国の科学技
術の地位」と題されたセッション
においては、James Andrew Lewis 
CSIS 技術・公共政策プログラム
長・上級フェローが、米国の地位
について、主に経済競争力の面か
ら発言を行った。米国の現状を
欧州や BRICs 諸国と比較したが、
その観点は、人材（高技能労働力、
失業、移民、人口構成）、財政赤字、
腐敗、政策決定プロセス、知的財
産保護、国内の自然環境問題など
多岐にわたっていた。全般的な比
較結果として、米国の現状は、少
なくとも物理的指標において十分
な能力があるとした。また、長期
にわたる政府の国防研究開発が現
在の産業の中核を形成していると
し、このような研究開発において
は、民間部門における起業よりも
むしろ連邦政府の政策の役割に期
待していると述べた。
　Lewis プログラム長の講演の内
容は、上記のとおり科学技術を超
えた幅広いものであったが、フロ
アからは、科学技術イノベーショ
ンに対するいくつかの大きな質問
が出された。その回答の中では、
米国の大学は依然として高い水準
にあるものの、人材供給のパイプ
ラインが課題であること、また、
100 万人増加させることを目標としている。
　本報告書に示された提言と、その実現に向けたアクションの項目は以下のとおりである。
提言 1．経験的に有効性のある教育実践の幅広い導入を触発させる
アクション 1–1．エビデンスに基づく教育実践を行うことのできる現職および将来の教員を育成するた
め、分野に焦点を絞ったプログラムを創設する。そのプログラム実施のため、連邦政府機関・大学・学
協会・そして財団は資金提供を行う。
アクション 1–2．NSF において、「STEM 機関トランスフォーメーションアワード」という競争的グラ
ントを創設する。
アクション 1–3．ナショナルアカデミーズに、STEM 教育を評価する指標を開発するよう求める。
提言 2．標準的実験コースを、発見に基づく研究コースに置き換えるための支援を推奨し、その成果を
提供する。
アクション 2–1．NSF のプログラムをとおし、1～2 年次の科学研究と工学デザインコースの利用を拡大
させる。
アクション 2–2．連邦政府研究資金の制限を緩和し、教育省プログラムを見直すことにより、教員の研
究室における学生の研究・デザインの機会を拡大させる。
提言 3．数学の到達段階のギャップに対応するための中等教育後の数学教育に関する全国的な実験を開
始する。
アクション 3–1．NSF・労働省・教育省により行われる、学部数学教育に関する全国的な実験プログラ
ムを通した支援を実施する。
提言 4．STEM キャリアの進路を多様化するためにステークホルダー間の連携を促進させる。
アクション 4–1．ハイスクール学生向けの教育省夏期 STEM 学習プログラムに資金配分を行う。
アクション 4–2．NSF プログラム、および範囲を拡大した労働省プログラムによって、2 年制から 4 年
制の高等教育機関への進路を広げる。
アクション 4–3．成功するような STEM プログラムを支援するため公的部門と民間部門の連携を構築する。
アクション 4–4．教育省および労働統計局から、STEM 分野の学生・親・より幅広い STEM コミュニティ、
そして労働市場に提供されるデータを整備する。
提言 5．STEM 学部教育におけるトランスフォーマティブで持続的な変化のための戦略的リーダーシッ
プを提供するため、大学および産業界が主導する大統領 STEM 教育委員会（Presidential Council on 
STEM Education）を創設する。
科学技術動向研究センターにて作成
5 地球規模の視点における米国の科学技術
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　多くの講演者が、科学技術が社
会にもたらす多大な効用への期待
を述べたが、同時に本フォーラム
が取り扱う幅広いテーマの中に
は、科学技術と社会の関係につい
てより深い視点に立った問いかけ
を含むものも見られた。2011 年
から 2012 年にかけて大きな話題
となった H5N1 鳥インフルエン
ザウィルスの論文発表を取り扱っ
た、「危険性の高い科学における
規制とコミュニケーション：鳥イ
ンフルエンザウィルス論文をケー
ススタディとして」や、研究倫理
をテーマとした、「人々が研究対
象となる時：倫理面および政策面
の課題」がその例である。
　一方、科学技術がもたらす経済
発展は、人々にどのような意味や
価値をもたらすかという、科学技
術と社会の関係を別の角度から問
いかけるセッションも設けられて
いた。
　科学技術の恩恵を強く打ち出
す観点は、「想像がもたらす豪胆
な力」という標題の講演で Jeff 
Bingaman ニューメキシコ州上院
議員（上院エネルギー・天然資源
委員会議長）より提示された。こ
れまで困難であったシェールガス
の利用を可能としたことを例に、
科学技術に対する公的支援の意味
を述べたうえで、1）研究におけ
るリーダーシップ、2）多様な国
内のエネルギー資源、3）エネル
ギー利用の効率化促進、4）環境
への悪影響の四つのポイントにお
ける目標を述べ、それぞれの目標
を達成するためには、国民的な合
意が必要であるとしたうえで、適
切な政策に導かれた科学技術によ
る社会的および経済的効果への期
待を述べた。
　これに対し、「米国は、雇用と
経済回復への道を革新できるか」
のセッションにおいては、科学技
術がもたらす社会的および経済的
影響について、肯定的側面と否定
的側面の双方について、特に雇用
の観点から対称的に論じられた。
研究開発投資が雇用の指標をどの
程度改善したかという一般的な論
点を超え、科学技術は労働の性格
を変容させるが、そのことは人々
に本当の豊かさをもたらすものか
といった問いも含まれていた。
　Andrew P. McAfee マサチュー
セッツ工科大学スローンマネジメ
ントスクールデジタルビジネスセ
ンター次長・主任研究科学者は、
技術がもたらす生産性・雇用・技
能の不均衡性などのデータを示し
たうえで、google によるストリー
分野毎の産業化に向けた展開につ
いては、情報技術は好ましい傾向
に展開していること、バイオテク
ノロジーは投資への見返りはまだ
明らかとなっていないこと、エネ
ルギーについては政治問題化して
いることなど、Lewis プログラム
長自身の見解が示された。
　「2012 年度研究開発予算におけ
る予算的および政策的枠組み」の
セッションの中では、David Roth-
kopf Foreign Policy 誌 CEO 兼 総
合監修者が、「科学技術における
地球規模的な動向が持つ意味」と
題した講演を行った。現在の世界
は、これまで機能していた国家や
権力構造などが、環境・エネル
ギー・人材など、様々な課題に直
面し、転換を迫られているという
過渡期にあると述べた。さらに、
先進国においては財政の問題があ
り、開発途上国においては国内に
社会問題を抱えており、双方が内
向き志向となっていることが、課
題の解決を一層困難としているこ
とについても言及した。
　さらに同 CEO は、教育や人材
の問題については、米国において
は高等学校を修了していない人口
層の存在が社会的負担となってい
ること、技術教育・生涯教育が重
要であることを述べ、一方で、高
等教育は依然として世界の先端的
な水準にあることなどを述べた。
　講演後のフロアとの質疑では、
技術・市場・人材などが国境を越
える状況下において提起される課
題に加え、世界的な緊縮財政に伴
う問題も提起された。
　地球規模の視点における科学技
術政策という点では、科学と外交
との関係性についての講演も設
けられた。講演者は、E. William 
Colglazier 国務省科学技術顧問
で、自身の長い国際的な科学技術
関連の経験を通し、国務省に対す
る科学面の助言は、米国の科学技
術をいかに海外の国々の繁栄に結
びつける支援を行うかという視点
とともに、その支援がいかに米国
の利益となるかという視点によっ
て行われるべきと述べた。支援の
対象となる研究は、基礎研究と競
争段階前の研究が中心となると述
べたうえで、そのような支援はい
ずれ対象国が米国の競争相手とな
る可能性はあるが、同時に米国の
市場にもなること、また、その取
り組みには政府だけではなく、大
学や学協会といった非政府部門の
役割が期待されることを述べた。
さらに、政府における科学の国際
的活動を歴史的観点から概括し、
それらの活動がイノベーション・
教育・知的財産などに与えた影響
を述べ、それらの活動に対するア
カデミックコミュニティの重要性
にも言及した。
6 科学技術がもたらす社会への恩恵への期待と課題
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トビューや翻訳という技術によ
り、従来は人間が自らの手や目や
頭を使って行われていたものに代
わる新たな可能性が示されたとい
う例から、今後も、このような発
展が継続することへの期待感を示
した。
　Richard B. Freeman ハーバー
ド大学経済学教授は、McAfee 次
長とは対照的に、技術は雇用を通
して人々を豊かにすることが可能
かという問いに対して、否定的な
見解を示した。その理由として、
その豊かさは全ての人々にもたら
されるものではないこと、製造部
門の個々のセクターで考えた場合
は、必ずしも雇用を増やすもので
はないことを例を挙げながら説明
した。そして、このような問題の
解決のためには、強力な政策手段
が求められることを述べた。また、
技術の発展は、災害などへの対応
や、透明性の高い規制的政策の立
案・策定などにおいてその価値が
示されることも述べた。
　Mike Nelson ジョージタウン大
学非常勤教授は、コミュニケー
ションや文化を専門とする研究者
の立場から、技術が人々にもたら
すものについて、1）個人レベル、
2）チームレベル、3）企業レベル、
4）エコシステムレベル、5）国家
レベルのそれぞれにおいて、良い
面・悪い面の双方を挙げる形で説
明を行った。1）個人レベルにつ
いては、分野を越えたイノベー
ションが期待されているにもかか
わらず、未だ分野という枠組み（分
野別に刊行される学術誌、分野を
基盤としたファンディング制度な
ど）が存在しているとしている。
2）チームレベルは、異なる関心
や専門性を持つ複数の人間がつく
り あ げ る も の で、wiki や skype
などの例に見られるように最大の
可能性を有するレベルであると
考えられるが、米国のビジネス
スクールの教育はその状況に対
応していないとしている。3）企
業レベルについては、現実に企業
が多数のイノベーションの源泉と
なっているとしながらも、現状で
は、それを妨げる規制も存在して
いると述べた。4）エコシステム
レベルからもたらされる技術に
は、例えば少人数により構築し巨
大な利用者を持つインターネット
上のサイトなど、多くのイノベー
ションのモデルが見られ、また、
企業もその利点を認識しつつある
が、知的所有権がその発展の妨げ
となる可能性があるとしている。
5）国家レベルにおいては、米国
COMPETES 法のような革新的な
イニシアチブが見られる反面、依
然として旧来型の発想による施策
も多く、また、イノベーションの
妨げとなるような規制的構造も保
持されているとした。さらに、将
来に向けた全体的な目標として
は、情報技術を発展させれば、多
数の異なる内容の多量の商品が生
産されるような形でのスケール
アップを実現しうることと、コ
ミュニティに注目すれば、ジョブ
シェアリングやボランティアなど
の従来型とは異なる価値観に基づ
く労働が実現することを挙げた。
　以上、2012 年の AAAS フォー
ラムの状況を、筆者の見解に基づ
く若干の説明を加えつつ報告し
た。繰り返し述べたとおり、参加
者の最大の関心は、緊縮財政下に
おいて科学技術研究活動をどのよ
うに維持するかといった点にあっ
た。しかし、本フォーラムでは、
予算以外にも、経済成長と雇用・
大学のマネジメント・学部教育・
米国の国際的地位など様々なテー
マが取り上げられた。これらは一
見、関連性が薄いもののように見
えるが、筆者にとっては、いずれ
も現在の米国の社会全体に起きて
いる、科学技術活動が関係する大
きな変化のいくつかの断面を示す
もののように思われた。その変化
のシナリオは、緊縮財政が科学技
術研究活動を低下させ、さらに経
済発展を低下させることにより雇
用を悪化させ、また、大学財政の
悪化が学部教育の質も低下させ、
労働生産性が低下し、米国の国
際的地位も低下する、というネガ
ティブな連鎖の見通しとして描く
ことも可能かも知れない。
　しかし、筆者には、本フォーラ
ムでこれら様々な事柄が取り上げ
られたということについて、緊縮
財政にも関わらず、大学は教育研
究活動を向上させ、優れた人材が
育成され、基盤となる知識が産業
を発展させるといったポジティブ
な連鎖のシナリオを見出そうとし
たいという気持ちの現れであると
感じられた。このシナリオの実現
に向けて必要なことは、経済成長
に向けた製造業等の発展のため
に、全てのステークホルダーが関
与し基礎研究や人材などの基盤を
整備し、また、大学、政府、企業
がそれぞれ切り離されて活動する
のではなく共同で課題に取り組む
こと、あるいは、大学（特に研究
大学）が、人材の育成において、
その優位性を活かすことにより獲
得できる海外人材に頼るばかりで
はなく、特に学部において自国民
に向けた教育に力を入れ、米国の
人々の能力を高め、雇用や経済的
な効果をもたらすよう努めること
などである。
　このようなポジティブな連鎖の
7 おわりに
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シナリオの達成のためには、連邦
政府ばかりでなく、州・地方政
府、大学、企業、さらには幅広い
社会の一般の人々が、それぞれの
立場において取り組むべきことが
あるという認識が、参加者の間で
共有された機会であったというこ
とが、本フォーラムに参加しての
筆者の印象である。
1）　AAAS Forum on Science & Technology Policy: http://www.aaas.org/spp/rd/forum/
2）　Open Government Initiative: http://www.whitehouse.gov/open
3）　Advanced Manufacturing Partnership：http://www.whitehouse.gov/administration/eop/ostp/pcast/amp
4）　U.S. Global Change Research Program（USGCRP）：http://www.globalchange.gov/
5）　Big Data：http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/big_data_press_release_final_2.pdf
6）　Bioeconomy：http://www.whitehouse.gov/blog/2012/04/26/national-bioeconomy-blueprint-released
7）　Office of Science and Technology Policy R&D Budget：
http://www.whitehouse.gov/administration/eop/ostp/rdbudgets
8）　AAAS Report XXXVII：Research and Development FY 2013：http://www.aaas.org/spp/rd/rdreport2013/
9）　AAAS News Brief, Potential Impact of the House Budget of Federal R&D （April 8, 2012）：
http://www.aaas.org/spp/rd/fy2013/HouseBudgetBrief.shtml
10）　Digest of Education Statistics 2011：http://nces.ed.gov/programs/digest/d11/
11）　Science and Engineering Indicators 2012, Chapter 2 Higher Education in Science and Engineering：
http://www.nsf.gov/statistics/seind12/c2/c2h.htm
12）　最近の事例としては、「Discipline-Based Education Research: Understanding and Improving Learning in Undergraduate 
Science and Engineering:：http://www.nap.edu/catalog.php?record_id=13362」を挙げることができる。
13）　Prepare and Inspire：K-12 Science, Technology, Engineering, and Math（STEM）Education for America’s Future：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-stem-ed-final.pdf
14）　Engage to Excel：Producing One Million Additional College Graduates with Degrees in Science, Technology, 
Engineering, and Mathematics：
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/pcast-engage-to-excel-final_2-25-12.pdf
遠藤　悟
科学技術動向研究センター　客員研究官
東京工業大学大学マネジメントセンター　教授（マネジメント担当）
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-index.htm
研究対象は米国を中心とした科学政策。前職の日本学術振興会在職中の 2000年に「米
国の科学政策」HPを開設し、政策動向を発信している。東京工業大学においては、
科学と社会の関係や高等教育等にも対象を拡大している。
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